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はじめに 

 

このたび、町田市社会福祉協議会では「第四次町田市地域福祉活動計画」を策定

いたしました。本計画においても、これまでの計画で掲げていた「誰もが安心して

しあわせに暮らせるまちづくり」の基本理念を継承しています。 

前計画策定から五年が経過しました。この間、社会経済状況の変化にともない複

合的な課題を抱えた人や世帯が増加し、さまざまな福祉関連法の整備がなされてき

ています。そこでは地域住民の支え合いを基盤とした地域で共に生きる社会の実現

に向けた取り組みが、益々求められるようになってまいりました。 

本計画では、「みんなで学び合い、話し合えるまち～地域福祉を担う人づくり」、

「みんなで支え合い、創っていくまち～ささえあいのある地域づくり」、「みんなが

自分らしく暮らせるまち～地域福祉を拡げる基盤づくり」の３つの目標を掲げてい

ます。町田市が策定した地域福祉計画と連携・協働しながら、地域住民、関係団体、

福祉施設・事業所、専門機関・行政等とつながりを築きながら、支援を必要として

いるさまざまな人に適切な支援が届くように、地域の福祉課題の解決に取り組んで

まいります。 

「ふくし」とは、「 ふ
．

だんのく
．

らしのし
．

あわせ 」のことだと思っています。 

本計画の基本理念であります、「誰もが安心してしあわせに暮らせるまちづくり」

の「しあわせ」のためには、普段からみなさんが笑顔でいられることが大切だと感

じています。そのためにも、まずは社会福祉協議会の職員が、笑顔で皆さまに接し

ながら、ともに安心、しあわせな地域づくりをしていけるよう頑張ってまいります。 

最後に、ご多忙の中、ご審議いただきました小野敏明委員長をはじめ、策定検討

委員の皆様のご協力に対しまして、心より感謝申し上げます。 

 

 

 

2017年３月 

 

社会福祉法人 町田市社会福祉協議会 

会長  佐々木 の り 
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第１章 計画の目的と位置づけ 

 

１ 計画の目的 

 

町田市社会福祉協議会（以下、本会という。）は、1996年度に第一次地域福祉活動計

画を策定し、「誰もが安心してしあわせに暮らせるまちづくり」を基本理念に、地域福祉

を推進すべく事業を行ってきました。その後も基本理念を引き継ぎながら、2008年３

月に第二次町田市地域福祉活動計画、2012年１月に第三次町田市地域福祉活動計画（以

下、第三次計画という。）を策定し、多様な事業を運営してきました。 

その中で第三次計画の策定から5年が経過し、社会経済状況の変化もあり、地域におい

ては、制度の枠組みだけでは解決困難な複合的な課題を抱えた人・世帯が増えており、的

確に対応することがより一層求められています。そのためには地域住民相互による支え

合いの関係づくりや、それを支援する関係機関、福祉専門職等との包括的な体制構築が

必要となっています。 

このような中、災害対策基本法の改正、生活困窮者自立支援法、子どもの貧困対策推進

法、成年後見制度利用促進法の施行、「地域包括ケアシステム」を構築するための介護保

険制度の大幅な改正、障害者総合支援法の施行、障害者差別解消法の成立、子ども・子育

て支援新制度の本格実施等、福祉に関する法令や支援制度も大きく変化しつつあります。 

さらに、2016年７月には厚生労働省に「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」

が設置され、「地域共生社会」の実現が今後の福祉改革を貫く基本コンセプトに位置づけ

られました。 

また、全国社会福祉協議会からは2015年3月に「全社協福祉ビジョン2011 第２次

行動方針」が出され、社会福祉協議会が『いま、取り組むべき重要課題』として、「地域

における総合相談・生活支援体制の強化・確立」、「地域住民等の地域コミュニティへの参

加環境づくり」、「福祉の職場の社会的評価の向上、福祉人材の確保・育成・定着の取り組

み強化」、「大規模災害と防災への対応の強化」等が提示されています。 

「第四次町田市地域福祉活動計画（2017～2020年）（以下、本計画という。）」策定

にあたっては、このような動きを踏まえて、地域全体で取り組む民間の活動・行動計画と

して、第三次計画の理念を継続し、町田市と連携・協働しながら、誰もが安心してしあわ

せに暮らせることを目指して、「地域福祉を担う人づくり」、「ささえあいのある地域づく

り」、「地域福祉を拡げる基盤づくり」を住民や地域の諸団体と協働しながら推進してい

きます。 
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２ 計画の位置づけ 

 

本計画は、住民の立場から目指していくための計画（民間の活動・行動計画）であると

ともに、本会の基本計画です。 

一方、町田市が策定する「町田市地域福祉計画」は、社会福祉法第107条に基づく「市

町村地域福祉計画」です。「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針

の在り方について」（社会保障審議会福祉部会 平成14年1月）では、地域住民に最も近

い行政主体である市区町村が、地域福祉推進の主体である住民等の参加を得て地域の要

支援者の生活上の解決すべき課題とそれに対応する必要なサービスの内容や量、その現

状を明らかにし、かつ、確保し提供する体制を計画的に整備することと位置付けていま

す。 

両計画は、それぞれの役割を明確にしたうえで、相互に連携・協働しながら、一体的に

地域福祉の推進を目指します。 

 

図表１－１ 計画の位置づけ 
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2017-2020 

町田市社会福祉協議会 町田市 

町田市高齢者福祉計画・ 

第６期町田市介護保険事業計画 

第５次町田市障がい者計画・ 

町田市障がい福祉事業計画（第４期計画） 

新・町田市子どもマスタープラン 

（子ども・子育て支援事業計画を含む） 

まちだ健康づくり推進プラン 

（第４次町田市保健医療計画） 

町田市福祉のまちづくり推進計画 



                                    第１章 計画の目的と位置づけ 

- 3 - 

３ 計画の期間 

 

2017年度から2020年度までの４年間を計画期間とし、終了年度を「第３次町田市地

域福祉計画」と合わせ、計画の一体的な推進を目指します。 

 

図表１－２ 計画の期間 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

 
2012 年度 

（H24） 

2013 年度

（H25） 

2014 年度

（H26） 

2015 年度

（H27） 

2016 年度

（H28） 

2017 年度

（H29） 

2018 年度 

（H30） 

2019 年度 

（H31） 

2020 年度

（H32） 

町田市社会福祉協議会 

町田市地域福祉活動計画 

 

    

 

 

  

町田市地域福祉計画 

 

   

 

  

  

第３次地域福祉計画 2016～2020 年度 地域福祉計画（第２次） 2011～2015 年

第三次地域福祉活動計画 2012～2016 年度 

 

第四次地域福祉活動計画 
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４ 計画策定の体制 

 

計画策定にあたっては、幅広く市民の意見やニーズを把握し、計画に反映するため、策

定検討委員会での協議・検討、アンケート調査や地区別住民懇談会、パブリックコメント

の実施をとおして、様々な形で市民参画を図っています。 

 

図表１－３ 計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   計画検討の流れ 

第四次町田市地域福祉活動計画策定検討委員会 
 

・ 町田市社会福祉協議会の会長の諮問に応じ、本計画の策定に関し必要な事項につ

いて協議し、答申する。 

・ 学識経験者、地域の関係機関・関係者、町田市職員で構成する。 

町田市社会福祉協議会 
 

・ 本計画策定のための基礎調査

を実施する。 

・ 策定検討委員会に本計画の内

容について諮問し、答申を受け

て、本計画を策定する。 

町田市 
 

・ 「町田市地域福祉計画」を策定

する。 

・ 社会福祉協議会と協働しなが

ら、団体アンケート調査、地区別

住民懇談会を実施する。 

地
域
住
民 

協働 

参
加 

作業起草委員会 
 

・ 町田市と社協の職員で構成

する。 

・ 本計画の答申素案を作成す

る。 

作業プロジェクト

チーム 
 

・ 基礎調査から課題

等を収集し、本計

画の答申素案を検

討する。 

地域住民 

協働 

連携 
協働 

諮問 答申 
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第２章 計画策定にあたっての現状と課題 
 

１ 町田の福祉を取り巻く現状 

 

（１）人口・世帯数 
①人口 

町田市の人口は年300～500人程度の微増傾向にあり、2016年は426,937人とな

っています。人口推計をみると、2020年までは増加傾向が続きますが、2025年には減

少しています。３区分別人口をみると高齢者人口（65歳以上）は増加傾向にありますが、

生産年齢人口（15～64歳）、年少人口（0～14歳）は2013年までは横ばいで、2014

年以降は減少傾向にあります。 

年齢３区分別人口の構成比の推移をみると、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15

～64歳）は低下しており、高齢者人口（65歳以上）は上昇しています。人口推計をみる

と、2025年には、年少人口は11.8％まで低下し、高齢者人口は27.8％まで上昇します。 

 

図表２―１ 年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図表２－２ 年齢３区分別人口の構成比の推移 
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出典：町田市住民基本台帳、2020 年以降の人口推計は町田市未来づくり研究所推計（各年１月 1 日現在） 
※2012 年までは住民基本台帳に外国人を含まないため、人口は別で記載。構成比では未記載。 
※2014 年、2015 年の総数は不詳 1 人を含む。 
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②合計特殊出生率・出生数 
町田市の合計特殊出生率は2011年から2013年にかけて1.20程度で横ばいでした

が、2014年に上昇し1.24となり、2015年も1.24となっています。 

出生数は減少傾向となっており、2013年以降は3,000人を下回り、2015年は2,841

人となっています。 

 

図表１－２－３ 合計特殊出生率と出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③世帯 
町田市の世帯数は増加傾向にありますが、１世帯当たりの人員は減少傾向にあります。 

 

図表２－４ 世帯数と１世帯当たりの人員の推移 
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（２）高齢者 
 

①前期高齢者・後期高齢者 
町田市の高齢者数は増加傾向であり、年齢別にみても、前期高齢者（65～74歳）、後

期高齢者（75歳以上）ともに増加しています。 

人口推計をみると、2020年には後期高齢者が前期高齢者を上回り、高齢者に占める後

期高齢者の割合は53.5％になります。その割合は2025年には61.1％になると予測さ

れています。 

 

図表２－５ 前期高齢者・後期高齢者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高齢者世帯 
高齢者世帯数は増加傾向であり、2015年の高齢単身世帯は20,481世帯であり、

2010年から4,377世帯増加しています。2015年の高齢夫婦世帯は23,419世帯であ

り、2010年から3,385世帯増加しています。 

 

図表２－６ 高齢者世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：町田市住民基本台帳、2020 年以降の人口推計は町田市未来づくり研究所推計（各年１月 1 日現在） 

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
※高齢夫婦世帯とは夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦１組の世帯 
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③要介護認定者 
要介護認定者数は増加傾向であり、2015年度は18,932人で、2011年度から3,760

人増加し、1.25倍程度となっています。要介護度別にみると、要支援１と要介護１が特

に増加しており、2011年度から2015年度で1.5～1.6倍程度になっています。 
 

図表２－７ 要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）障がい者 
 

町田市の障がい者数は増加傾向であり、2015年度は18,253人となっています。障が

い別にみると、特に精神障害者保健福祉手帳所持者は増加傾向にあり、2011年度から

2015年度に1.3倍程度になっています。 
 

図表２－８ 障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：町田市統計書（各年度末現在） 
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（４）市民生活 
 

①ひとり親世帯 
町田市の母子世帯・父子世帯数は上下しており、2015年では母子世帯が2,269世帯、

父子世帯は221世帯となっています。 

 

図表２－９ 母子世帯・父子世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
※母子世帯とは、未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の２０歳未満の子供のみから成る一般世帯（他

の世帯員がいないもの）をいう。 
※父子世帯とは、未婚、死別又は離別の男親と、その未婚の２０歳未満の子供のみから成る一般世帯（他

の世帯員がいないもの）をいう。 
 

②外国人 
町田市の外国人住民数は2012年から2013年までは減少傾向にあり、2014年は横

ばいでしたが、2015年以降は増加しており、2016年には5,144人となっています。 

国籍別にみると、2016年は中国が2,040人で最も多く、韓国・朝鮮の1,043人、フ

ィリピンの540人が続いています。 

 

図表２－10 外国人住民数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：町田市統計書（各年１月１日現在） 
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③生活保護 
町田市の生活保護世帯数は増加傾向にあり、2015年度では5,291世帯であり、2011

年度の4,477世帯から814世帯増加し、1.18倍となっています。 

人員に対する保護率は2011年度の15.6‰から2015年度には17.7‰に上昇してい

ます。 
 

図表２－11 生活保護世帯数・人員数、人員に対する保護率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：町田市統計書（月平均） 

※保護率の‰(パーミル)は、人口1,000人対（外国人を含む）  
④虐待 

町田市の高齢者虐待件数は2015年度は36件となっています。児童虐待の新規相談件

数は2011年度から増加傾向であり、2015年度は410件となっています。 

また、障がい者虐待の通報人数は2015年度で21人となっています。 
 

図表２－12 高齢者虐待件数の推移 

（件）                    

2013年度 2014年度 2015年度 

44 26 36

出典：町田市高齢者福祉課 
 

図表２－13 児童虐待に関する新規相談件数の推移 

（件）       

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 

205 142 238 391 405 410 

出典：町田市子ども家庭支援センター 
 

図表２－14 障がい者虐待の通報人数の推移 

（人）               

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 

15 23 27 21 

出典：町田市障がい福祉課 
※2012 年度統計は、2012 年 10 月 1 日からの相談・通報件数です。 
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⑤生活福祉資金 
生活福祉資金は、社会福祉協議会が相談窓口となり、低所得世帯、障がい者世帯、高齢

者世帯を対象に、世帯の生活の安定や自立を図ることを目的に、必要な生活資金を低利

で貸し付ける制度として実施しています。 

相談件数では、福祉資金と教育支援資金が増加傾向にあり、特に教育支援資金は2011

年度の367件から2015年度には802件となっており、2.2倍に増加しています。 

貸し付け実績では、教育支援資金の貸し付けが増加傾向にあり、2011年度の70件か

ら2015年度には170件となっており、2.4倍に増加しています。 

 

図表２－15 生活福祉資金の相談件数 

 

図表２－16 生活福祉資金の貸付件数 

 

出典：町田市社会福祉協議会決算資料 
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⑥受験生チャレンジ支援 
受験生チャレンジ支援は、社会福祉協議会が相談窓口となり、中学３年生・高校３年生

のいる世帯を対象に、学習塾・通信講座等の受講費用および高校・大学受験等の受験料を

無利子で貸し付けする事業です。 

貸付件数は微増傾向にあり、2015年度の相談件数は1,427件、うち実際の貸付決定

数は266件となっています。 

 
図表２－17 受験生チャレンジ支援貸付件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：町田市社会福祉協議会決算資料 

 

（５）地域活動 
 

①町内会・自治会 
町田市の町内会・自治会加入世帯数は若干の上下はありながら微減しており、2016

年度は103,595世帯となっています。加入率は、若干の低下傾向にあり、2016年度は

54.3％となっています。 
 

図表２－18 町内会・自治会加入世帯数・加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：町田市市民協働推進課（各年度4月1日現在） 
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②民生委員 
町田市全域での民生委員の定員は254人ですが、欠員がいます。2015年度は18人が

欠員となっています。 

 

図表２－19 民生委員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

③老人クラブ 
町田市の老人クラブ数は2011年度の113クラブから2015年度には123クラブに

なっており、増加傾向にあります。会員数は増加傾向にあり、2015年度は8,304人と

なっています。 

 

図表２－20 老人クラブ数・会員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：町田市統計書（各年度末現在） 
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④ＮＰＯ法人 
町田市のＮＰＯ法人数は上下があるものの、2016年1月31日調査時では町田市に主

たる事務所を置く法人が185、従たる事務所を置く法人が13となっています。 

 

図表２－21 ＮＰＯ法人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：町田市市民協働推進課 
 

⑤ボランティア 
町田市のボランティアセンターへ登録しているグループ数は、上下があるものの増加

傾向にあり、2015年度は187グループとなっています。 

登録グループの会員数の合計は、2011年度の8,009人をピークに、2013年度まで

は減少し、2014年度以降は微増傾向にあり、2015年度は5,979人となっています。 

 

図表２－22 ボランティア団体の登録グループ数・会員数 
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２ 団体アンケート調査結果 

 

計画策定にあたって、市内の各地域で活動している団体（個人も含む）1,265団体を

対象としたアンケート調査を2015年11月から12月に実施しました（詳細は61ページ

参照）。 

 

（１）活動で困っていること 
 

民生委員・児童委員が困っていることは、「どこまで支援するかの判断」、「町内会・自

治会に加入していない人の把握」、「訪問しても出てこない人」、「虐待等の予防や早期発

見につながる情報の把握」などとなっています。 

団体が活動する上で困っていることは、「メンバーの高齢化」、「人材不足」、「リーダー

や後継者がいない」等の人材面の課題が多くなっています。NPO団体、障がい者当事者

会・家族会では「活動資金の不足」も課題として挙がっています。 

 

（２）団体同士の交流状況 
 

地縁型組織（民生委員・児童委員、町内会・自治会、老人クラブ）は、テーマ型組織（ボ

ランティア団体、NPO団体）との交流や協力関係が乏しくなっています。 

 

（３）地域における課題 
 

地域における課題では、「住民同士の交流」、「日中独居の高齢者や障がい者」、「防災・

災害対策」、「災害時要配慮者」、「防犯・治安」、「認知症高齢者」、「多世代交流」がいずれ

も3割を超えています。 

 

（４）福祉サービスに結びついていない人 
 

支援が必要であるにもかかわらず、福祉サービスに結びついていない人が「いる」と答

えた人は、全体の2割となっています。 

 

（５）地域の課題を解決するために必要なこと 
 

地域の課題を解決するために必要な方策では、「地域の集まりへの参加促進」、「見守り

活動の活発化」、「地域活動の活発化」などが多く挙げられています。 
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（６）社会福祉協議会との関わり 
 

日ごろの活動の中での社会福祉協議会との関わりを持っているのは６割弱となってお

り、３割強があまり関わりがないと回答しています。団体別にみると、町内会・自治会、

NPO法人、老人クラブ、高校・大学では関わりがないと回答する団体が４割を超えてお

り、小・中学校PTAはすべての団体が関わりがないと回答しています。 

 

（７）今後、社会福祉協議会と連携・協力したい活動 
 

今後、社会福祉協議会と連携・協力したい活動は、「社会福祉協議会との情報交換・共

有」が最も多く、「社会福祉協議会の事業・イベントへの参加・協力」、「社会福祉協議会

による、あなたやあなたが所属する団体の活動の情報発信」が続いています。 
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３ 地区別住民懇談会の結果 

 

市内の団体（個人も含む）を対象に、2016年１月から２月に市内10地区において地区

別住民懇談会を実施しました（詳細は69ページ参照）。 

 

（１）地区別住民懇談会でいただいたご意見 
 

 地域における課題 課題解決のためにしていること 地域でできること 

共通 

・ 近所づきあい（ふれあい）が希薄 

・ 担い手・後継者の不足 

・ 町内会・自治会の加入率が低い 

・ 集まれる場所・機会が少ない 

・ 高齢化における問題が多い 

・ ひとり暮らしが多い、孤立化してい

る（特に高齢者） 

・ 見守りが困難 

・ 災害時の対応が困難 

・ 交通の便が悪い 

・ あいさつ、声かけ 

・ 訪問 

・ 見守り 

・ 町内会・自治会への勧誘 

・ 交流の場・機会（サロン、老人会・

老人クラブ、冒険遊び場） 

・ イベント（祭り等）の開催 

・ 防災活動 

・ 担い手の募集・育成 

・ 若い人を巻き込む工夫 

・ 町内会・自治会活動の活性化、

情報発信の強化 

・ 交流の場・機会の充実 

・ 地域にある施設を活用する 

・ 空き家の活用 

・ 見守りネットワークを広げる 

・ 新たな交通手段の確保 

地
区
別 

南 

・ 子育て家庭に問題がある 

・ 子どもの生活環境の不備 

・ 地域に関する情報が少ない 

・ 交流の機会を作っている 

・ 日ごろから近所の人と仲良く 

・ 情報共有・提供 

・ 日常の交流の促進 

・ 施設の利用を見直す 

・ 子どもを支援する新たな活動 

高ヶ坂・ 

成瀬 

・ 孤立している人への支援方法が不

明 

・ あんしん相談室に孤立者の情報

を集める 

・ 自宅活用 

・ 関わり方を構築する 

・ ネットワークをつくる（高齢者だけで

なく） 

町田 

第一 

・ マンション住民の顔が見えない 

・ 施設同士のつながりが弱い 

・ 交通事故が心配 

・ 施設に関する地域への広報活動 

・ 交通ルールを守る 

・ マンションごとの対応を考える 

・ 情報提供を行う 

・ 高齢者の買い物サポート 

町田 

第二 

・ 地域での情報・意見交換が不十

分である 

・ 個人情報が手に入らない 

・ 障がい者の居場所・支援活動等の

周知不足 

・ 多様な交流の場 

・ 情報収集・情報交換 

・ 障がい者への声かけ 

・ 障がい者当事者会・親の会からの

相談に乗る 

・ 団体の活動の周知 

・ 地域のいろいろな団体が集まる

場・機会をつくる 

・ 交流の場づくり、顔の見える関係

づくり 

・ 障がい者の居場所づくり 

玉川学園 

・南大谷 

・ 地域の活動に対して無関心 

・ 子育てグループの交流が進んでい

ない 

・ 住民で集まる 

・ 地域活動の周知・情報交換 

・ 日ごろから近所で協力 

・ 地域の人のスキルを活用する 

・ 空き家・空き店舗の活用 

・ 意見を交換・共有しやすい仕組み 

・ 大学・学生と協力する 

木曽 

・ コミュニティ活動が形ばかり 

・ 新旧住民の交流 

・ 公園に人が集まりにくい 

・ 住環境の不備 

・ 空き部屋の活用 

・ ボランティア活動をしている 

・ 人の話をよく聞く 

・ 公園を安全な場所にする 

・ UR、公社との連携、相談 

・ 若い世代への情報発信、場の提

供 

・ 公園を自然に集まれる場にする

（集会所設置、イベント） 

・ 団地入所基準の緩和 

忠生 

・ 障がいの方への支援、理解 

・ 子育て中の親への支援 

・ 新旧住民の交流 

・ 状況把握・専門機関へつなぐ 

・ 教育機関との共同企画の実施 

・ 行事・イベントの参加呼びかけ 

・ 多世代、若い世代向けのイベント 

・ 他団体・他地域との交流 

・ 情報発信の強化（HP、SNS） 

鶴川 

・ 地域に無関心な人が多い 

・ 地域で気軽に頼める人がいない 

・ 情報の周知ができていない 

・ 日ごろからの身近な地域活動 

・ 様々な人が集まれる場（障がい

者、子ども、高齢者） 

・ 情報共有・交換 

・ 若い人の地域活動の参加促進 

・ 住民の意識を変える 

・ 地域の情報を整理する 

・ 情報を手に入りやすくする 

小山 

・ 公共施設が少ない 

・ サロンの参加者の固定化 

・ 個人宅、施設の一部開放 

・ 新たな集まる場所を探す 

・ 情報提供・紹介 

・ 施設利用の見直し 

・ 利用できる場所を探す 

・ 地域資源を活かした多世代交流 

相原 
・ 買い物に出かけるのが困難 

・ 医療機関が少ない 

・ 新交通システム導入への活動 

・ 近所で協力して送迎 

・ ヒッチハイクタクシーの導入 

・ 地域課題検討の地域会議開催 
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（２）参加者アンケートの結果 
 

地区別住民懇談会の参加者にアンケートを実施したところ、次のような結果となりま

した。 

・参加者の年齢は60代、70代がいずれも3割を超え、多くなっています。 

・地区別住民懇談会について、参加して参考になったと9割以上の人が感じています。 

・意見を書いて紙に貼りながら進める話し合いの方法については、9割以上の人が分か

りやすいと答えています。 

・今後の地区別の懇談会については、約9割の人が、開催の必要があると答えています。 

 

 

 

 

  

地区別住民懇談会の様子 
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４ 第三次計画の評価 
 

第三次計画の2012年度から2015年度の実績について評価を行いました（詳細は71

ページ参照）。 
 

（１）基本計画 
 

◆基本目標１「みんなで学び合い、話し合えるまち」 

○福祉人材の育成支援 

・市民向けの出張講演会のテーマは防災、介護保険が多く実施されました。一方で、講演

会は参加者が減少しており、今後は、「地域における担い手（福祉人材）の育成」とい

う目的を意識し、内容を検討をする必要があります。 

○福祉情報の共有化の推進 

・ボランティアマップ等を作成し、地域福祉活動団体の情報収集と提供をしました。今

後は、積極的に地域に出て行き、市民が必要としている情報と広めたい情報を把握し、

必要な情報を必要な人につなげる方法を検討する必要があります。 
 

◆基本目標２「みんなで協力し、創っていくまち」 

○地区社協を各地で設立 

・2014年度に地区社協として市内２番目となる、南町田福祉ネットワークが設立され

ました。今後は、2014年度より市の事業としてスタートした「地区協議会」の動向を

踏まえて、地域のニーズを確認しながら取り組んでいく必要があります。 

○小地域の支え合い活動の立ち上げ支援 

・人材発掘・育成として、地域版ボランティア入門講座、ふれあいサロンスタッフ研修を

行いました。また、サロンの代表者会議、ボランティア団体交流会等を実施し、団体同

士のネットワークづくりを図りました。今後は、多様な団体や福祉サービス事業所など

が参加する幅広いネットワークのあり方を検討していく必要があります。 
 

◆基本目標３「みんなで支え合い、安心のあるまち」 

○地域生活を支援する取り組みの推進 

・成年後見制度の推進に向け、講演会・学習会等を開催しました。市民後見人は、東京都

の養成事業が2013年度で終了となったため、2014年度から本会独自で育成事業に

取り組んでいます。 

・ふれあいサロン、子育てサロンは、高齢化や担い手不足、活動場所の問題等により、団

体数が減少傾向にあり、継続支援と新規開拓に取り組む必要があります。 

○複合的な相談に対応できる総合的支援部門の設置 

・本会の全職員がコミュニティソーシャルワーク研修を受けました。今後は、研修の結

果を実際の業務へ活かしていくことが重要です。特に、地域のニーズの把握や、地域で

解決する仕組み、解決できないことを専門機関につなぐ仕組み等の相談体制を構築し

ていく必要があります。 
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（２）重点計画 
 
◆重点計画１「小地域福祉活動の展開による地区社協の設立」 

・「地区社協の設立」は新規に1か所が設立され、「自宅開放型ふれあいサロンの拡充」は

現状7か所の実績となっています。 

事業名 
計画策定時の現状と目標値 目標の達成状況 

計画策定時（2011 年） 2016 年度目標値 2015 年度までの実績 

地区社協の設立 １か所 新規２か所 新規１か所 

自宅開放型ふれあ

いサロンの拡充 
８か所 新規 10 か所 現状７か所（内新規２か所）

支え合い活動に関

する広報啓発 
未実施 

・社協だよりによる広報 

・ＨＰでの活動紹介 

・活動等紹介のための冊子

作成・配布 

・社協だよりの作成 

・ＨＰでボランティア団体、

個人ボランティアの紹介

・ボランティアマップの作

成・配布 
 
◆重点計画２「福祉人材の育成」 

・地域福祉コーディネーター養成講座の実施は2012・2013年度のみとなっています。 

事業名 
計画策定時の現状と目標値 目標の達成状況 

計画策定時（2011 年） 2016 年度目標値 2015 年度までの実績 

福祉専門職の人材

育成 

・町田市介護人材開発セ

ンター事務局立ち上げ 

・福祉施設職員研修会の

実施 

・福祉施設職員研修会の

実施 

・障がい、児童を対象にした

研修開催に向けた検討会

の実施 

・町田市介護人材開発セ

ンターの社団法人化に

より独立 

・福祉施設職員研修会の

実施 

・分野にこだわらない福祉

施設職員研修会の実施

住民主体の福祉活

動のための人材育

成 

・地域社会資源の把握 

・人材・地域力の調査 

・地域福祉コーディネート技

術研修の実施 

・講座修了生の活動把握 

・講座修了生へのフォローア

ップ 

・地域福祉コーディネータ

ー養成講座の実施 

（2012・2013 年度） 

 
◆重点計画３「成年後見制度等の活用による権利擁護支援の充実」 

・概ね目標どおり達成できています。 

事業名 
計画策定時の現状と目標値 目標の達成状況 

計画策定時（2011 年） 2016 年度目標値 2015 年度までの実績 

関係機関等の活用

による成年後見等

ネットワークの充実 

・関係機関とのネットワー

ク構築のための広範囲

な啓発 

・関係機関との連携の強化

・関係機関との連携のもと

相談窓口の強化 

・成年後見制度の推進に

向けた講演会 

法人後見・法人後

見監督業務の充実 

・市民後見推進事業、監

督業務の充実 

・市民後見推進事業開始、

後見業務の充実 

・市民後見推進事業、監督

業務の充実 

・市民後見人の育成事業

の実施 
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５ 本計画策定にあたり考慮すべき課題 

 

町田市の福祉を取り巻く現状、団体アンケート調査、地区別住民懇談会、第三次計画の

評価、地域福祉活動計画策定検討委員会の検討結果を踏まえ、本計画の策定にあたり考

慮すべき課題を整理しました。 

 

（１）地域福祉に対する意識づくり 
 

急速な社会の変化により、人々の地域との関係は希薄化し、かつてのような近隣や地

域における支え合い、助け合いの関係の維持は困難になってきています。 

本会では、これまで出張講演会や小・中学校との連携による福祉教育等を行ってきま

した。今後は、出張講演会は地域福祉の担い手の育成という目的を意識しながら、開催方

法や講演内容の検討が重要になります。また、福祉教育については、より効果が高い方策

を検討していく必要があります。 

団体アンケート調査や地区別住民懇談会でも地域の担い手不足が課題として挙げられ

ていますが、今後、担い手を増やすためにも、地域福祉への理解や学習の場の充実が必要

です。 

 

（２）地域福祉の担い手の育成・拡充 
 

団体アンケート調査によると、活動団体が困っていることの多くは、メンバーの高齢

化や人材不足、後継者が育たないなど、担い手が不足しています。 

また、地区別住民懇談会でも地域における課題として、担い手や後継者の不足がどの

地域でも挙げられており、特に若い世代を巻き込む工夫が必要との意見がありました。 

今後は、新たな担い手を拡充するとともに、現在活動されている方も含めて、担い手を

育成することが重要です。 

 

（３）福祉専門人材の育成・定着支援 
 

高齢化が進み、支援を要する人が増加する一方で、保育や介護等、福祉人材の不足が深

刻な問題となっています。本会では、これまで福祉施設職員研修会を実施してきました

が、参加施設の固定化が見られます。 

今後は本会を含めた市内の社会福祉法人や福祉施設・事業所がより連携を図りながら、

福祉専門人材の育成に一層の力を入れていくことが重要です。 

 

（４）地域での見守り・日常生活支援の促進 
 

団体アンケート調査では地域における課題として、日中独居の高齢者や障がい者、認

知症高齢者、ひきこもりの人などが挙げられています。また、地区別住民懇談会でも、ひ



第２章 計画策定にあたっての現状と課題                                

- 22 - 

とり暮らし高齢者の孤立化、見守りの困難さが地域の課題として挙げられています。 

このように支援が必要な人を地域で支えていくために、日常的な見守り活動、サロン

等の地域における居場所づくり、日常的な生活支援の取り組みを活性化させる必要があ

ります。また、介護保険制度の改正における2017年4月からの介護予防・日常生活支援

総合事業の実施に向けた資源開発（サービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保

等）も求められています。 

 

（５）地域福祉活動の活性化 
 

団体アンケート調査では、ボランティア団体やNPO等の目的型活動団体は町内会・自

治会や民生委員・児童委員等の地縁団体との交流が進んでいないということが分かりま

した。今後は、地域で課題の発見や解決、それに向けた情報共有や意見交換などを進める

ことができるよう、多様な団体がネットワークでつながり、地域の課題に協力して取り

組んでいく必要があります。 

また、地区別住民懇談会では地域の課題として、地域に集まれる場所や機会が少ない

ことがあげられています。そのため、地域において住民が活動できる場所の開拓に努め

るとともに、活動場所の情報が住民に伝わる仕組みを構築することが求められます。 

 

（６）地域における健康づくり・介護予防活動の支援 
 

高齢化が進むことで、要支援・要介護者の一層の増加が予想されており、日常的な健康

づくり活動と介護予防の推進が必要とされています。地域住民が主体となった介護予防

や健康づくり活動の充実が求められます。その活動が住民同士の交流を進めることも期

待されます。 

また、本会では、高齢者が地域の社会活動に参加することにより、住み慣れた地域で健

康にいきいきと暮らせること（介護予防）を目的に、町田市いきいきポイント制度を推進

しています。今後も制度の周知と利用者の増加、活動の場所の増加に努める必要があり

ます。 

 

（７）効果的な相談支援・情報提供 
 

団体アンケート調査によると、支援が必要であるにもかかわらず、福祉サービスに結

びついていない人が「いる」と答えた人は約2割となっており、現在の支援制度だけでは

対処できない多様な課題が出てきていることが分かります。 

こうした中で、困っている人が欲しい情報を手に入れられるよう、情報提供の仕組み

づくりが重要です。また、困っている人を地域で把握して支援し、地域で解決が難しい場

合には専門機関につなげるように、地域内で情報共有を進めるとともに、地域と本会を

含めた専門機関との連携体制の構築が重要です。そして、必要に応じた支援を適切に行

うため、相談窓口、専門機関同士の連携も重要です。 
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（８）地域生活の支援 
 

高齢化により、認知症や障がいのある人は、今後ますます増加していくと考えられま

す。本会では、「福祉サポートまちだ」として、制度に関する情報提供や相談、手続きの

支援のほか、市民後見人育成を行っています。今後は、成年後見制度利用促進法の成立も

受けて、財産管理・身上保護、成年後見制度の周知、市民後見人の育成等、判断能力が十

分でない方の権利擁護について、より一層推進していく必要があります。 

また、2015年４月に生活困窮者自立支援法が施行されたことから、様々な理由によ

り経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある人の自

立を支援することが重要になっています。 

さらに、「貧困世帯で暮らす子ども」の問題についても、ひとり親家庭への支援や、子

どもの学習支援、食事支援などの対策が求められています。本会でも学童保育クラブを

利用している世帯への調査活動を通し、課題を検討していく必要があります。 

 

（９）災害時に備えた連携支援の充実 
 

団体アンケート調査では、地域の課題について「防災・災害対策」及び「災害時要配慮

者」と回答する人は3割を超えています。本会では、地域活動団体に向けて出張講演会等

で防災意識の向上に取り組んでいます。今後もより一層、防災に関する意識啓発、地域の

協力体制構築の支援を進めていく必要があります。 

また、本会は災害発生時には、ボランティア活動を効率よく推進するため災害ボラン

ティアセンターを運営することとなっています。災害発生時に迅速にセンターを開設し、

効率的な運営をするために、平常時から定期的にセンターの開設訓練を実施することが

重要です。 

 

（10）福祉サービスの質の向上 
 

近年では、福祉施設等での虐待が報道されることもあり、市民が安心して利用できる

よう、福祉サービスの質の向上が重要になっています。 

本会では福祉サービスに関する苦情相談を実施しており、今後もこの取り組みを推進

するとともに、相談窓口の広報を充実していく必要があります。 

また、2016年３月に改正された社会福祉法により、2017年４月から、社会福祉法人

に対し、経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上、財務規律の強化、地域

における公益的な取り組みを実施する責務が義務付けられるようになりました。そこで、

地域における公益的な取り組みを率先して実施する必要があるとともに、市内の社会福

祉法人の分野横断的なネットワークの構築や、公益的な取り組みについて協議する場を

設けることが重要です。今後、国の動向を見ながら検討する必要があります。 
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第３章 計画の目指すもの 

 

１ 基本理念 

 

第三次計画の基本理念を引き継ぎ、本計画の基本理念を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰もが、住みなれた地域の中で、自分らしい生き方の実現を望んでいます。 

地域では、本会をはじめ地域住民や福祉の諸団体といった様々な力を活かし地域福祉

を推進することにより、お互いに理解し合い、共に支え合い、助け合いながら、住みよい

まちづくりを目指すことが求められています。 

そしてこの思いは、第一次町田市地域福祉活動計画から変わるものではありません。

本計画においても、「誰もが安心してしあわせに暮らせるまちづくり」を基本理念として

掲げ、地域福祉の推進を目指します。 

  

 誰もが安心して 

しあわせに暮らせるまちづくり 
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２ 基本目標 

 

基本理念の実現に向けて、次の３つの基本目標を設定し、計画を推進します。 

 

基本目標１ みんなで学び合い、話し合えるまち 
～地域福祉を担う人づくり～ 

 

一人ひとりが地域の一員として、地域の課題を共有し、解決に向けて協力して取り組

んでいけるよう、福祉に対して関心を持ち、理解を深めるための支援をします。 

福祉や地域への理解や学習の場、情報の提供や話し合いの場づくり等を充実すること

により人材の育成・定着支援を図り、一人ひとりがよりよいまちづくりを推進するため

に学び合い、話し合えるまちを目指します。 

 

 

基本目標２ みんなで支え合い、創っていくまち 
～ささえあいのある地域づくり～ 

 

ふれあいサロンなどの誰もが気軽に集える居場所づくりや、地域特性により異なる課

題や生活支援ニーズを把握し解決するために、住民による小地域福祉活動の立ち上げ・

運営などを支援します。 

また、地域での見守りや日常生活支援、健康づくりなど、地域のみんなで支え合い、な

がら、よりよいまちづくりに向けた住民による地域福祉活動を支援します。 

 

 

基本目標３ みんなが自分らしく暮らせるまち 
～地域福祉を拡げる基盤づくり～ 

 

福祉サービスに関する相談支援・情報提供を充実させ、支援を必要としている人が適

切に福祉サービスを受けられるように努めます。 

また、福祉サービス利用者の人権をまもり、適切なサービスの利用を保障するための

取り組みとともに、福祉環境の整備、先駆的事例の検討などに取り組み、みんなが自分ら

しく暮らせるまちを目指します。 
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３ 計画の体系 

 

本計画の体系は以下のとおりです。前述した本計画策定にあたり考慮すべき課題から

10の基本施策を定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1－3 福祉専門人材の育成・定着支援

2－1
地域での見守り・日常生活支援の
促進

1
「みんなで学び合い、話し合えるまち」

～地域福祉を担う人づくり～
（P.33～36）

1－2

＜基本理念＞ ＜基本目標＞ ＜基本施策＞

地域福祉の担い手の育成・拡充

1－1 地域福祉に対する意識づくり

2－3
地域における健康づくり・介護予防
活動の支援

3－1 効果的な相談支援・情報提供

3
「みんなが自分らしく暮らせるまち」
～地域福祉を拡げる基盤づくり～

（P.43～50）

3－4 福祉サービスの質の向上

3－2 地域生活の支援

3－3 災害に備えた連携支援の充実

2
「みんなで支え合い、創っていくまち」

～ささえあいのある地域づくり～
（P.37～42）

2－2 地域福祉活動の活性化

誰
も
が
安
心
し
て
し
あ
わ
せ
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
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＜主な事業＞

（１） 地域における見守り支援体制の充実 　ふれあいサロン・子育てサロン、孤立化防止事業

＜取り組み＞

（１） 福祉意識の醸成

（１）
福祉サービス事業者や当事者団体との
連携

生活困窮者への支援

子どもや高齢者、障がい者への生活支援

災害時の対策（１）

（３）

（２） 地域福祉活動への支援

（３） 情報提供の拡充

地域資源の活用

（１）
地域の様々な人や団体が
集まれる居場所づくり

（２） 住民による日常生活支援の充実

（２） 福祉サービス利用相談

（１） 健康づくり・介護予防活動の推進

（１）
地域で困りごとを抱える人を
支援する仕組みづくり

（２） 相談支援体制の充実

（１） 権利擁護支援の充実

（２）

（３）

　「まちだ社会福祉だより」等による情報提供の充実、
　ホームページ等による情報提供の拡充

　地域の様々な人や団体が集まれる居場所づくり、
　ふれあいサロン・子育てサロン

　福祉サービス利用に際しての苦情相談

　学童保育クラブの運営、地域の子育て支援事業、
　様々な事情を抱えた子ども・子育て家庭への支援事業、
　要介護認定調査業務事業、同行援護事業、
　福祉輸送サービス共同配車センター運営事業

　地域福祉権利擁護事業、法人後見・監督の実施、
　成年後見制度推進機関業務事業、市民後見人育成事業

　生活福祉資金貸付等事業

　地域活動の場の確保、せりがや会館管理・運営事業

　町田市いきいきポイント制度、生活支援コーディネート事業

　地域で困りごとを抱える人を支援する仕組みづくり、
　地区ごとの福祉ネットワークづくり

　心配ごと相談、地域福祉の担い手の育成

　多様な団体とのネットワーク支援、社会福祉法人のネットワークづくり

　生活支援コーディネート事業、歳末たすけあい事業、
　ボランティア相談・支援事業、ボランティア養成講座、
　ボランティア団体への活動支援、赤い羽根共同募金

　災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営訓練

　生活支援コーディネート事業、小地域福祉活動への支援

　小規模講演会「出張講演会」、親子でヤキイモプロジェクト、
　小中学校等福祉体験学習支援、夏体験ボランティア、
　福祉協力店、社協キャラクターの活用

（１） 福祉専門人材の育成・定着支援

（２） 地域の担い手の育成

（１）
多様な主体が参加する懇談会
をとおしたつながりづくり

　親子でヤキイモプロジェクト、地域福祉の担い手の育成、
　ボランティアきっかけ作り講座、ボランティア養成講座

　地区別懇談会の開催、地区ごとの福祉ネットワークづくり

　地域密着面接会（福祉のしごと相談・面接会）、
　福祉施設職員研修会の実施

重点

重点

重点
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第４章 重点的な取り組み 

 

本会が実施している様々な事業を精査し、さらに発展させ、多様な関係団体・機関と連

携を図りながら、次の３点を重点的な取り組みとして推進します。 

 

１ 多様な主体が参加する懇談会をとおしたつながりづくり 

基本目標１・基本施策１－２（１） 

 

町田市地域福祉計画と協働し、町内会・自治会連合会の地区割り10地区別の懇談会を

開催しながら、地域の福祉課題の把握や解決に向けて取り組むための多様な主体（人・団

体・法人）の連携体制づくりを支援します。 

地区別の懇談会に多様な主体が参加することで、互いに情報共有し、意識啓発をすす

め、連携をとりながら、地域の課題を整理します。（図①⇒②） 

その後、継続的に懇談会を開催しながら、地域で活動できる人材の育成や地域の課題

解決への取り組みを検討します。（図②⇒③） 

将来的には、多様な主体で構成される福祉ネットワークが形成され、地区の情報や社

会資源を共有し、地域課題に対するよりよい解決方法を考えていく場となっていきます。

また、構成メンバー間で相互に意識啓発が行われ、人材が育成されていくことを期待し

ます。（図③⇒④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区別住民懇談会の様子 
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図表４－１ 多様な主体が参加する懇談会と福祉ネットワークの形成過程イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①地域に多様な主体がいる状況 

②懇談会をとおした情報共有・

意識啓発、課題整理 

④地域課題解決のための 

福祉ネットワークづくり 

（情報共有・人材育成） 

【地区】 多様な主体の例 

・住民 
・民生委員・児童委員 

・町内会・自治会 

・老人クラブ 
・ボランティア団体、ＮＰＯ法人 

・ふれあいサロン・子育てサロン 

・社会福祉法人、福祉施設 
・保育園、幼稚園、学童保育クラブ

・当事者会・家族会 

・小学校・中学校、ＰＴＡ 
・高校・大学 

・商店・企業 等 

【地区】 

福祉ネットワーク

他の主体への
アプローチ 

【地区】 

懇談会

③課題解決を目的とした懇談会

の開催 

【地区】 

課題解決を目的とした懇談会

地区別住民懇談会の様子 

玉川学園地区社協の活動報告会の様子 南町田福祉ネットワーク設立総会の様子 

【南町田福祉ネットワークの構成団体】 

・町内会・自治会（２） ・病院（２） 

・民生委員・児童委員 ・訪問看護ステーション 

・老人クラブ ・保育所 

・青少年健全育成委員会 ・高齢者支援センター 

・小学校 ・高齢者福祉施設 

・小学校ＰＴＡ（２） ・自主防災組織 

・子ども会 
 
※（ ）内は複数ある場合の団体数 

【玉川学園地区社協の構成団体】 

・町内会・自治会（５） ・障がい者福祉施設 

・民生委員・児童委員 ・保育園 

・ふれあいサロン（７） ・児童館 

・老人クラブ（２） ・高齢者福祉施設 

・青少年健全育成委員会 ・高齢者支援センター 

・ボランティア団体（10）  

・障がい児放課後等デイサービス 
 
※（ ）内は複数ある場合の団体数 
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２ 地域の様々な人や団体が集まれる居場所づくり 

基本目標２・基本施策２－２（１） 

 

第三次計画で重点計画に位置付けた「ふれあいサロンや子育てサロンなどの充実」に

ついては、担い手（運営者・設立者）の高齢化や、子どもの就学による参加者の減少など、

ふれあいサロン、子育てサロンともに、活動継続についての課題を抱えています。しか

し、高齢者の孤立化やひとり親家庭の増加等、地域のつながりが希薄化していくなか、サ

ロン活動が果たす役割はとても大きなものです。本会では、引き続きふれあいサロン・子

育てサロンの運営を継続できるよう支援し、さらに新規サロンの立ち上げを促進するな

ど拡充にも努めていきます。 

本計画では、従来のふれあいサロンだけではなく、幼児や児童、高齢、障がいの有無に

かかわらず地域の誰もが集うことができ、参加者自身も担い手にもなれるような地域の

居場所づくりを目指します。そのために、立ち上げ支援（開催場所、設備費の助成等）や

人材の発掘（学習会の開催、ネットワーク化、参加者の募集等）を行うと同時に、運営方

法の相談受け付けや活動に関わる人同士の情報交換の場づくり等、積極的に協力・支援

をしていきます。 

 

図表４－２ 地域の様々な人や団体が集まれる居場所に必要なこと 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人とのつながりを感じることができる 

人とふれあい、助け合い、支え合いにつながる 
地
域
の
様
々
な
人
や
団
体
が
集
ま
れ
る
居
場
所 

経験や特技、個性を活かすことができる 

自分の役割を見つけることで、生きがいにつながる 

自由に過ごすことができる 

いつでも立ち寄れて、安心して過ごすことができる 

誰もが利用でき、活躍できる 

様々な地域住民が利用できるとともに、担い手になれる 
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「スターキッズ」は、地域の人たちが集い、お互いに支え合うことを目的とした、相原町に

ある憩いのスペースです。 

 

事例：地域の居場所「スターキッズ」 

⼦育て中のお⺟さん・お⽗さん、 
ひとり暮らしの⾼齢者の⽅々等が 

地域の中で孤⽴しやすい状況にある。 
 

それは出逢える“場”が少ないからと 
考え、気軽に集える場があればと 
「スターキッズ」を⽴ち上げた。 

30 代〜70 代の 
近隣の賛同する⽅々が 
⽉１回の運営会議で 
イベントを企画し、 

参加しやすい場の提供を 
楽しみながら⾏っている。 

2015 年 10 ⽉ 20 ⽇、 
運営委員の企画により、 

町内会⻑をはじめ 
近隣の⽅々をお招きし 

「地域の集える居場所」 
を披露した。 

活動の理解者や 
団体の皆さんの協⼒により、 

開設から延べ 1,300 ⼈超の地域の
⽅々が居場所を利⽤している。 

 
また、地域の活動団体や 
⾼齢者⽀援センターも 

活動場所として 
利⽤している。 

 
 

現在は⾼齢者の⽅々の 
利⽤が主であるため、 

⼦育て世代への PR を強化し、 
預かり保育なども展開していきたい。 

 
また、⼩中学⽣の参加も 
視野に⼊れ、学習⽀援・ 

⼦ども⾷堂も企画していきたい。 

現在の社会は、他⼈が困っていても 
⾒て⾒ぬふりをする無縁社会を感じる。 

 
⼈と触れ合うこと、思いやる⼼を持つことは 

とてもたいせつなことであり、 
教えてもらうものではなく 

⾝についていくものである。 
 

そこで、若い⽅のパワーと⼈⽣の先輩たちが 
交流することにより、それを⾒た⼦ども達が 

⾝につけていく…… 
 

そんな異世代交流が⾃然にできる“居場所”を 
つくりたいという強い願いから設⽴した。 

⽴ち上げのきっかけ 
スタッフ（運営委員）

オーナーの思い

プレオープン

これから

現 在 
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３ 地域で困りごとを抱える人を支援する仕組みづくり 

基本目標３・基本施策３－１（１） 

 

第三次計画で基本計画に位置付けた「複合的な相談に対応できる総合的支援部門の設

置」において、相談窓口の設置を検討し総合相談に対応できる職員体制に向けて、2014

～2016年度に職員育成・体制づくりのための研修を行いました。 

本計画では、本会の職員全員がコミュニティソーシャルワーカーとして、地区担当を

担うことを目指します。職員一人ひとりが身近な相談窓口となることで、困りごとを抱

える人・家族のニーズを把握し、寄り添いながら問題解決に向けた支援を行います。 

そして、困りごとを抱える人、複合的な福祉課題を抱える家族などの個々の課題を地

域の課題として捉え、地域の多様な主体と協働しながら地域で解決できる仕組みづくり

を支援します。また、地域だけで課題解決が難しい場合には市、福祉施設・事業者、団体、

専門機関等と連携しながら支援します。 
 
 
 

図表４－３ コミュニティソーシャルワーカーの支援のイメージ 
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第５章 計画の内容 

 

基本目標１ みんなで学び合い、話し合えるまち 

 

１－１ 地域福祉に対する意識づくり 
 
（１）福祉意識の醸成 
 

住民が主体的に地域課題を考え、助け合いや支え合いの心を育てていくことが大切で

す。様々な世代に対して、福祉活動への理解と意識を高め、地域のつながりの大切さが実

感できるような取り組みを実施していきます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 小規模講演会 

「出張講演会」 

各地域へ講師と職員が出向き「出張講演会」として講演を開催する。 

各地域の課題や、地域住民のニーズに沿った内容の講演会を開催し、地域の学びの

場を提供する。 

 25か所以上実施

 講師人材の発掘

 25か所以上実施

 講師人材の発掘

 プログラムの検討

 25か所以上実施 

 新プログラムの実

施 

 25か所以上実施

 プログラムの拡大

② 親子でヤキイモ 

プロジェクト 

町内会・自治会や市民活動団体が地域でヤキイモイベントを行うことで、仕事や子育て

に忙しく、普段地域活動に関わる機会が少ない人たちが、地域とのつながりを持ち、地

域を意識するようになり、主体的に活動するように推進する。 

 新規開催団体２

か所支援 

 マニュアルの作成

 新規開催団体２

か所支援 

 新規、継続団体

へマニュアルの配

布・検証 

 新規開催団体２

か所支援 

 継続団体が自主

開催できるよう支

援 

 各地域で自主的

なイベントの実施 

③ 小中学校等福祉

体験学習支援 

 

 

市内の小・中・高校等における福祉やボランティア学習に対しボランティア団体や障が

い当事者と共に支援を行う。また、学校近辺の方に福祉体験学習に協力いただくこと

で、学校・生徒が地域住民との関わりを持つ。 

福祉体験学習の協力者を対象としたフォローアップ研修を実施する。 

 福祉体験学習の

あり方と取り組み

の検討 

 フォローアップ研

修の内容検討 

 新しい取り組みの

準備・仕込み・仕

組みづくり 

 フォローアップ研

修の実施 

 モデル校を選定

して実施 

 フォローアップ研

修の実施 

 プログラムの検証

と効果的な実施 

 フォローアップ研

修の内容検討と

実施 

④ 夏体験ボランティア 中学生以上を対象に夏休み期間を利用して、ボランティア・市民活動団体や市内の福

祉施設等でボランティア体験を実施する。このボランティア体験をきっかけに地域のボ

ランティア活動への参加につなげていくプロセス等を検討し、担い手育成を目指す。 

 活動先の見直し  前年度の検討を

踏まえた実施と検

証 

 前年度の検証結

果を活かした実

施と更なる検証 

 前年度の検証結

果を活かした実

施と更なる検証 

 継続的な参加の

支援 
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事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

⑤ 福祉協力店 市民に身近な商店や事業所に福祉に関する情報や募金箱等を設置し、福祉への理解

を広める。福祉協力店自身が地域へ向けての福祉啓発や赤い羽根募金付自動販売

機の設置を行い、地域福祉も担えるようあり方の検討をする。また、協力内容にあいち

ゃんクッキーの販売を再検討し、福祉施設支援を推進する。 

 福祉協力店のあ

り方検討福祉協

力店のあり方検

討 

 赤い羽根募金付

き自動販売機を

１台設置 

 新しいあり方に向

けた準備（福祉協

力店への周知・

説明） 

 赤い羽根募金付

き自動販売機を

１台設置） 

 新しいあり方での

実施 

 赤い羽根募金付

き自動販売機を

１台設置 

 効果の検証 

 赤い羽根募金付

き自動販売機を

１台設置 

⑥ 社協キャラクター

の活用 

社協キャラクターの活用方法として、福祉作業所との協働事業によるあいちゃんクッキ

ーの販売をとおして市民への福祉啓発と社協PRを促進する。 

 

 社協だよりによる

広報の充実 

 販路の開拓 

 イベントでの販売

促進 

 社協だよりの広報

の継続 

 販路の開拓の継

続 

 イベントでの販売

内容の検証 

 社協だよりの広報

の継続 

 販路の開拓の継

続 

 イベント販売の継

続と新規イベント

の開拓 

 社協だよりの広報

の継続 

 販路の開拓の継

続 

 イベント販売の継

続 

 
１－２ 地域福祉の担い手の育成・拡充 
 
 
（１）多様な主体が参加する懇談会をとおしたつながりづくり 
 

地区別懇談会等の場では、多様な主体が参加することで情報共有が行われ、互いに連

携しながら、地域の福祉課題の解決を目指した話し合いを行います。将来的には福祉ネ

ットワークの形成や、相互に意識啓発が行われることで人材が育成されることも期待し

ます。 
 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【新規】 

地区別懇談会の

開催 

 

町田市地域福祉計画と協働し、町内会・自治会連合会の地区割り10地区別の懇談会

を継続的に開催する。懇談会を通じて、地域の課題や住民ニーズなどを話し合うこと

で、参加住民自身の福祉意識が高まり、地区別の福祉計画の作成につながっていく。 

 １０地区開催 

 ニーズ把握・整理

 地区別計画の整

理 

 継続開催 

 意識の啓発 

 地区別計画の整

理 

 継続開催 

 課題の整理 

 地区別計画の整

理 

 継続開催 

 ネットワークづくり 

 地区別計画の整

理 

② 

【新規】 

地区ごとの福祉 

ネットワークづくり 

 

懇談会等の話し合いの場をとおして、地区ごとの福祉ネットワークづくりを支援する。 

多様な人・団体・法人が参加する地区ごとの福祉ネットワークでは、地区の情報・課題を

共有しながら解決方法を検討することで、ネットワークの中で互いに意識啓発が行わ

れ、人材育成にもつながっていく。 

 懇談会からの課

題分析 

 地区ごとの課題

の整理、発信、共

有 

 課題の解決方法

の検討、体制づく

り 

 モデル地区にお

ける福祉ネットワ

ークづくり 

重点的な取り組み１ 
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（２）地域の担い手の育成 
 

地域の課題が複雑化していくなか、公的な福祉サービスだけでは対応に限界があり、

これからの地域福祉を推進するためには住民の力が必要不可欠です。地域住民が抱える

多様な生活課題を解決していくために、住民参加の支え合い活動の担い手やボランティ

アの育成を進めます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【再掲】 

親子でヤキイモ 

プロジェクト 

 

町内会・自治会や市民活動団体が地域でヤキイモイベントを行うことで、仕事や子育て

に忙しく、普段地域活動に関わる機会が少ない人たちが、地域とのつながりを持ち、地

域を意識するようになり、主体的に活動するように推進する。 

 新規開催団体２

か所支援 

 マニュアルの作成

 新規開催団体２

か所支援 

 新規、継続団体

へマニュアルの配

布・検証 

 新規開催団体２

か所支援 

 継続団体が自主

開催できるよう支

援 

 各地域で自主的

なイベントの実施 

② 

【新規】 

地域福祉の担い手

の育成 

 

「福祉のまちづくり」を進めるために、地域に潜在する福祉課題の把握に努め、社協のコ

ミュニティソーシャルワーカー（地区担当職員）と協力しながら、小地域福祉活動を行う

地域の担い手を育成する。また育成後は、地域における活動実践から、担い手自身が

新たな担い手の掘り起こしへとつなげ、ネットワークが広がっていくように、フォローアップ

研修を行う。 

 位置づけ、役割

の明確化、研修

体系の整理 

 担い手の創出 

 名称の検討 

 育成研修の実施

 活動開始 

 活動状況の共有

 活動状況の共有 

 活動の課題分析 

 フォローアップ研

修の実施 

 新たな担い手の

創出 

 活動の共有と課

題分析 

 フォローアップ研

修の実施 

 地区担当職員と

の連携体制の構

築 

③ ボランティアきっか

け作り講座 

市民へのボランティア活動を始めるきっかけづくりのイベントとして「ここからはじまる☆ぷ

らちなライフ」を充実させ、参加者が実践につながるよう支援を行う。 

 

 「ぷらちなライフ」

の実施 

 「ぷらちなライフ」

の実施 

 内容の検証と充

実 

 継続実施 

④ ボランティア養成

講座 

関係団体との連携のもと、各種ボランティア講座を開催し、ボランティアの発掘・育成を

図り、ボランティア活動の推進に努める。社会情勢の変化に伴い、課題解決のための新

規講座を検討する。 

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の検討

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の実施

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の検証 

 各種ボランティア

講座の開催 

 ボランティア活動

への支援 
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１－３ 福祉専門人材の育成・定着支援 
 
（１）福祉専門人材の育成・定着支援 
 

福祉現場の慢性的な人材不足の解消に向けて、福祉専門人材の育成を目的とした研修

の開催や、福祉の仕事に関する相談や面接会を開催し、福祉専門人材の育成、定着支援に

努めます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 地域密着面接会

（ 福 祉 の し ご と 相

談・面接会） 

新たな福祉の担い手と福祉の仕事を希望する方の掘り起こし、福祉と仕事に興味を持

つ方が事業所との個別面談を通じて、疑問、不安を解消し、身近な地域にある事業所

で働く機会を増やす。 

 社協と施設、事業

所の連携 

 年1回開催 

 社協と施設、事

業所の連携 

 年1回開催 

 社協と施設、事業

所の連携 

 年1回開催 

 社協と施設、事業

所の連携 

 年1回開催 

② 福祉施設職員研

修会の実施 

福祉の分野にこだわらず、施設職員だれもが気軽に参加でき、資質向上や人材育成を

目的とした研修を開催することで、施設職員の職場の定着や安定したサービスの提供

につなげ、より効果的な研修会の実施に向けた検討を行う。 

 福祉の分野にこだ

わらない研修を年

4回開催 

 研修会の実施 

 より効果的な研

修会実施に向け

た調査と検証 

 検証結果を踏ま

えた研修会の実

施 

 より効果的な研修

会の実施 
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基本目標２ みんなで支え合い、創っていくまち 

 

２－１ 地域での見守り・日常生活支援の促進 
 
（１）地域における見守り支援体制の充実 
 

地域のつながりが希薄になる中、住民同士のつながりが持てる取り組みを実施しなが

ら、地域での見守りの充実や必要に応じて支援を行い、支援が必要な人を地域で支えて

いきます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① ふれあいサロン・ 

子育てサロン 

住み慣れた地域の中で住民同士のつながりを持てる憩いの場所を作ることを目指して、

担い手も参加者も両方が主役となれるふれあいサロンの立ち上げを進めていく。また既

存のサロンが継続して活動できるよう支援を行う。 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 安定したサロン運

営に向けた検討 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 検討を踏まえた

既存サロンへの支

援 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 前年度の検証 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 サロン活動継続

支援 

② 孤立化防止事業 東日本大震災の影響で、市内に避難してこられた方を対象に、ふれあいサロンの開催

を継続し避難者同士の交流を行う。また、避難者が市内での生活を継続できるよう個

別訪問・相談対応を継続し、情報提供や必要に応じた支援を行う。 

 避難者対象ふれ

あいサロンの開催

 現在関わりのある

避難者の情報の

整理 

 地区担当職員に

よる支援方法の

検討 

 避難者対象ふれ

あいサロンの開催

 地区担当職員に

よる個別訪問・相

談対応の実施 

 避難者対象ふれ

あいサロンの開催 

 地区担当職員に

よる個別訪問・相

談対応の継続実

施 

 避難者対象ふ

れあいサロンの

開催 

 地区担当職員

に よ る 個 別 訪

問・相談対応の

継続実施 
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（２）住民による日常生活支援の充実 
 

ひとり暮らし世帯や高齢者世帯が増加し、公的福祉制度のみでは解決が難しい中、見

守り活動や住民の互助など住民主体の地域福祉活動への期待は高まっています。地域ご

との福祉課題に対応し、地域の関係団体や住民主体で解決に向かう小地域福祉活動の体

制づくりや支え合い活動の制度化など、充実に向けて支援を行います。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【新規】 

生活支援コーディ

ネート事業 

（介護予防・日常 

生活支援総合事 

業） 

市内１２か所の高齢者支援センターに配置されている生活支援コーディネーターが、担

当地域の住民主体の支え合い活動の創出とネットワーク化のために、住民主体の介護

予防・生活支援サービスを創出するとともに、ニーズ把握と担い手の掘り起こし等ができ

るよう支援する。あわせて高齢者の生活支援、介護予防の基盤整備を推進するために

市全域の課題について話し合いの場をつくり検討・調整を行う。 

 

 市内の活動把握

 課題の抽出 

 市全域の課題解

決に向けての取り

組みの検討 

 研修の実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

連携体制整備 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

ネットワーク形成 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

ネットワーク支援 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

② 小地域福祉活動

への支援 

住民主体の地域の支え合い活動である小地域福祉活動への支援を行う。 

町田市内では２か所の地区社協で地域住民が主体となって地域の福祉課題の解決に

取り組んでおり、今後も支援を継続していく。地区社協に限らず小地域福祉活動の取り

組みへの支援を行い住民活動の活性化につなげていく。 

 

 地区社協運営支

援 

 小地域福祉活動

の実態把握と支

援方法の検討 

 地区社協運営支

援 

 小地域福祉活動

に関する相談・支

援 

 地区社協運営支

援 

 小地域福祉活動

に関する相談・支

援 

 地区社協運営支

援 

 小地域福祉活動

に関する相談・支

援 
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２－２ 地域福祉活動の活性化 
 
 
（１）地域の様々な人や団体が集まれる居場所づくり 
 

気軽に立ち寄れる憩いの場や、困ったことがあれば相談できるような場をつくること

で住民一人ひとりが地域とのつながりを持てるよう、地域で活動している様々な主体の

拠点となる居場所づくりに取り組みます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【新規】 

地域の様々な人や

団体が集まれる居

場所づくり 

 

地域の誰もが利用者にも担い手にもなることができ、多世代が集まれる居場所づくりを

目指す。そのために人材の発掘、立ち上げ支援を行うとともに、運営の支援、活動者相

互の情報交換の場づくり等を行う。 

 現状把握・整理 

 ニーズ分析 

 人材の発掘 

 説明会の開催 

 立ち上げ支援 

 運営支援 

 立ち上げ・運営支

援 

 活動者の情報交

換の場づくり 

② 

【再掲】 

ふれあいサロン・ 

子育てサロン 

 

住み慣れた地域の中で住民同士のつながりを持てる憩いの場所を作ることを目指して、

担い手も参加者も両方が主役となれるふれあいサロンの立ち上げを進めていく。また既

存のサロンが継続して活動できるよう支援を行う。 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 安定したサロン運

営に向けた検討 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 検討を踏まえた

既存サロンへの

支援 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 前年度の検証 

 新規サロン5か所

以上立ち上げ 

 サロン活動継続

支援 

 
（２）地域福祉活動への支援 
 

地域の自助・互助を高めていくために、ボランティアや福祉人材の育成を行い福祉活

動のすそ野を広げ、ボランティアや地域活動に取り組む人や団体等への様々な支援をと

おして、地域福祉を推進していきます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【新規】 

【再掲】 

 

生活支援コーディ

ネート事業 

（介護予防・日常 

生活支援総合事 

業） 

 

市内１２か所の高齢者支援センターに配置されている生活支援コーディネーターが、担

当地域の住民主体の支え合い活動の創出とネットワーク化のために、住民主体の介護

予防・生活支援サービスを創出するとともに、ニーズ把握と担い手の掘り起こし等ができ

るよう支援する。あわせて高齢者の生活支援、介護予防の基盤整備を推進するために

市全域の課題について話し合いの場をつくり検討・調整を行う。 

 市内の活動把握 

 課題の抽出 

 市全域の課題解

決に向けての取り

組みの検討 

 研修の実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

連携体制整備 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループのネ

ットワーク形成 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

ネットワーク支援 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

重点的な取り組み２ 
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事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

② 歳末たすけあい事業 毎年12月に町内会・自治会や福祉施設、企業、ボランティア団体等、多くの市民や関係

機関の協力を得ながら歳末たすけあい募金を実施する。 

集まった募金は、配分推薦委員会をとおして、町田市内で助け合い活動や支え合い活動

を行うボランティアグループや市民活動団体等の事業への配分を行う。今後は地域の居

場所づくり、地域の人材育成事業へ配分できるような仕組みを構築する。 

 配分団体へのニ

ーズ調査 

 地域の居場所、

人材育成事業へ

の配分仕組みの

検討 

 調査結果を踏ま

えた配分方法の

検討 

 地域の居場所、

人材育成事業へ

の配分要項作成 

 配分内容の見直

し 

 配分について周知 

 地域の居場所、

人材育成事業へ

の配分 

 地 域 の 居 場所 、

人材育成事業へ

の配分 

③ ボランティア相談・

支援事業 

ボランティアに関する相談や活動先の紹介、ボランティア依頼の受け付けや調整を行う。

また、安心して活動ができるよう、万一の事故に備えボランティア保険の加入につながる

よう情報提供や周知も行う。 

ボランティアの力だけでは解決が難しいケースについては関係機関と連携しながら支援を

行い、ボランティア相談から見えてくる地域の課題の把握にも努めていく。 

 担い手と依頼者

のニーズ把握 

 ボランティアマッ

チングのあり方検

討 

 ボランティア相談

PRの検討 

 地域課題の把握 

 新たなPRとマッチ

ングの実施 

 地域課題の把握 

 地域課題の把握 

 相談体制の構築 

④ 

【再掲】 

ボランティア養成

講座 

関係団体との連携のもと、各種ボランティア講座を開催し、ボランティアの発掘・育成を図

り、ボランティア活動の推進に努める。社会情勢の変化に伴い、課題解決のための新規

講座を検討する。 

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の実施

と実施後の支援 

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の実施

と実施後の検証 

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の実施

と実施後の支援 

 各種ボランティア

講座の開催 

 新規講座の検証 

 ボランティア活動

への支援 

⑤ ボランティア団体

への活動支援 

市内で活動しているボランティアグループや市民活動団体に対し、スキルアップと資質向

上のための研修会の開催や、歳末たすけあい募金を財源とした活動資金の助成等の支

援を行い、団体活動の活性化を図る。また、団体にとって会議室等の活動場所が課題と

なっており、今後は新たな活動場所の確保と提供にも努めていく。 

 団体活動支援講

座の開催 

 団体へのニーズ

調査と検証 

 団体活動支援講

座の開催 

 団体への新たな

支援の実施 

 団体活動支援講

座の開催 

 活動場所の確保

と情報提供 

 団体活動支援講

座の開催 

 活動場所の確保

と情報提供 

⑥ 赤 い羽根 共同 募

金 

 

共同募金会町田地区協力会として、町内会・自治会、民生委員・児童委員協議会、福

祉施設、福祉協力店、一般企業、保育園協会等、多くの市民・期間からの協力を得なが

ら実施し、PRの強化として企業と新しい連携の仕組みを構築する。 

配分基準の見直し、効果的な配分を行う。 

地域への福祉啓発と募金増額を目指し、福祉協力店の商店をモデルとして赤い羽根募

金付き自動販売機の設置を推進する。 

 募金付き自動販

売機を１台設置 

 配分基準の検討 

 連携できる企業の

発掘 

 募金付き自動販

売機を１台設置 

 配分基準の変更・

実施 

 企業との取り組み

検討 

 募金付き自動販

売機を１台設置 

 配分基準の検討 

 企業と連携し新し

い取り組みを実施 

 募金付き自動販

売機の検証 

 配分基準の検討 

 企業との取り組み

を継続支援 
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（３）地域資源の活用 
 

地域にある既存の施設や空き家、空き店舗等を把握しリスト化することで、地域活動

の場の活用につなげていきます。 

また、本会が管理・運営をしている「せりがや会館」を福祉的・文化的活動の拠点とし

て市民に提供するとともに、新たな活用方法についても協議・検討していきます。 

 
 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【新規】 

地域活動の場の確保 

 

 

新設の場所のみではなく、既存の施設等も活用し、身近な場所で地域の多様な人・団

体が集まれる活動の場を提供し、住民主体の活動を支援する。 

関係団体や福祉施設の場所提供等の協力体制を調整支援する。 

 資源の調査 

 利用要件の整理

 資源の開拓整理

 関係団体・施設

等への説明会実

施 

 ふれあいサロン、

ボランティア団体

への周知 

 リスト化 

 地域住民への周

知 

 場 所 提 供 の 調

整・支援 

 場 所 提 供 の 調

整・支援 

 リストの更新 

 継続的・効果的

な提供方法の検

討 

② せりがや会館 

管理・運営事業 

福祉的・文化的活動や生きがい活動の拠点として、市民や公的機関、福祉関係団体

に活用していただけるよう、館内施設の貸し出しを行う。 

また、館内の使用許可団体を対象とした連絡会を開催し、有効活用に向けた情報共有

を継続して行っていく。 

 会館の有効活用

に向けた情報収

集 

 会館の有効活用

に向けた調整・検

討 

 貸し出しの拡大  貸し出しの拡大 
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２－３ 地域における健康づくり・介護予防活動の支援 
 
（１）健康づくり・介護予防活動の推進 
 

高齢者が毎日の生活に生きがいを感じながら健康に過ごせるよう、活躍できる場づく

りを進め介護予防を推進していくとともに、住民主体の助け合い活動を進めていきます。 
 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 町田市いきいき 

ポイント制度 

65歳以上で町田市在住の方を対象に、社会貢献活動を行った際のポイントを商品券

等に交換する制度。高齢者の居場所づくり、やりがい、自身の介護予防につなげる。 

活動受け入れ先の拡大と、制度の周知、登録者の増加を目指す。 

 障がい者施設へ

の受け入れPR強

化 

 登 録 者 人 数 を

200名増加（全登

録者2,000名） 

 登録者のニーズ

調査の方法検討

 障がい者施設の

受入れ２か所増

やす 

 登 録 者 人 数 を

200名増加（全登

録者2,200名） 

 登録者のニーズ

調査 

 障がい者施設の

受入れ２か所増

やす 

 登 録 者 人 数 を

200名増加（全登

録者2,400名） 

 ニーズの検証 

 障がい者施設の

受入れ２か所増

やす 

 登 録 者 人 数 を

200名増加（全登

録者2,600名） 

 ニーズの把握と

検証報告 

② 

【新規】 

【再掲】 

生活支援コーディ

ネート事業 

（介護予防・日常 

生活支援総合事 

業） 

市内１２か所の高齢者支援センターに配置されている生活支援コーディネーターが、担

当地域の住民主体の支え合い活動の創出とネットワーク化のために、住民主体の介護

予防・生活支援サービスを創出するとともに、ニーズ把握と担い手の掘り起こし等ができ

るよう支援する。あわせて高齢者の生活支援、介護予防の基盤整備を推進するために

市全域の課題について話し合いの場をつくり検討・調整を行う。 

 市内の活動把握

 課題の抽出 

 市全域の課題解

決に向けての取り

組みの検討 

 研修の実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

連携体制整備 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

ネットワーク形成 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 

 支え合い活動の

創出支援 

 活動グループの

ネットワーク支援 

 市全域課題の検

討調整、研修の

実施 
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基本目標３ みんなが自分らしく暮らせるまち 

 

３－１ 効果的な相談支援・情報提供 
 
 
（１）地域で困りごとを抱える人を支援する仕組みづくり 
 

地域で困りごとを抱える人や複合的な福祉課題を抱える家族等に寄り添い、身近な相

談窓口となり、関係機関と連携しながら課題解決に向けた支援を行います。 

また、地区ごとの懇談会等の話し合いの場から形成された福祉ネットワークでは、個々

の課題を地域の課題として捉え、その地区ごとに解決できる仕組みづくりを支援します。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 

【新規】 

地域で困りごとを抱

える人を支援する 

仕組みづくり 

 

地区担当職員はコミュニティソーシャルワーカーとして、地域で困りごとを抱える人、複合

的な福祉課題を抱える人に寄り添い、必要な支援につなげる。 

町内会・自治会、民生委員・児童委員、老人クラブ、ボランティア団体、住民福祉活動グ

ループ等の地域住民と情報共有し、課題解決に向けて協力体制をつくる。 

地域だけで解決が難しい場合には専門機関につなげるように、福祉施設・事業者や専門

機関等と連携していく。 

 職員の意識醸成

 研修参加体制の

整備 

 地区担当制の準

備 

 全職員地区担当

制の開始 

 地区担当者会議

の開催 

 課題分析 

 地区担当者会議

の充実 

 全体会議の開催 

 課題分析 

 事例検討会の実

施 

 地区担当者会議、

全体会議の充実 

 関係機関との連携

体制の構築 

 研修の実施 

② 

【新規】 

【再掲】 

地区ごとの福祉 

ネットワークづくり 

懇談会等の話し合いの場をとおして、地区ごとの福祉ネットワークづくりを支援する。 

多様な人・団体・法人が参加する地区ごとの福祉ネットワークでは、地区の情報・課題を

共有しながら解決方法を検討することで、ネットワークの中で互いに意識啓発が行われ、

人材育成にもつながっていく。 

 懇談会からの課

題分析 

 地区ごとの課題

の整理、発信、共

有 

 課題の解決方法

の検討、体制づく

り 

 モデル地区におけ

る福祉ネットワーク

づくり 

 
  

重点的な取り組み３ 



第５章 計画の内容                                            

- 44 - 

（２）相談支援体制の充実 
 

住民から相談を聞く中で、住民の困りごとや地域課題を把握し、解決につなげる仕組

みを作ります。そのために、住民にとって身近で利用しやすいよう相談支援体制を検討

し充実させます。 

住民にとって身近で利用しやすい相談環境を整備していくとともに、本会職員もコミ

ュニティソーシャルワーカーとして住民に寄り添いながら、住民の困りごとや地域課題

を把握し解決につなげる仕組みづくりを進めます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 心配ごと相談 各地域で選出された町田市民生委員・児童委員が輪番で、電話で相談を受ける。 

相談員研修に専門的（病気、症状、対応等）研修とコミュニティソーシャルワーカーの活

動説明と、毎回事例検討を組み入れた研修を開催する。相談対応の統一とコミュニテ

ィソーシャルワーカーへつなぐ仕組みづくりを構築する。 

 研修年４回開催 

 相談員とコミュニ

ティソーシャルワ

ーカーとの連携方

法の検討 

 研修内容の検討 

 ニーズ、検討結果

に沿った内容の研

修実施 

 コミュニティソーシ

ャルワーカーの訪

問・電話等支援の

実施 

 研修・事例検討

の実施 

 コミュニティソー

シャルワーカー

の訪問・電話等

支援の実施 

 連携方法の効果

の検証 

 研修・事例検討

の実施 

② 

【新規】 

【再掲】 

地域福祉の担い手

の育成 

 

「福祉のまちづくり」を進めるために、地域に潜在する福祉課題の把握に努め、社協のコ

ミュニティソーシャルワーカー（地区担当職員）と協力しながら、小地域福祉活動を行う

地域の担い手を育成する。また育成後は、地域における活動実践から、担い手自身が

新たな担い手の掘り起こしへとつなげ、ネットワークが広がっていくように、フォローアップ

研修を行う。 

 位置づけ、役割

の明確化、研修

体系の整理 

 担い手の創出 

 名称の検討 

 育成研修の実施

 活動開始 

 活動状況の共有

 活動状況の共有 

 活動の課題分析 

 フォローアップ研

修の実施 

 新たな担い手創

出 

 活動の共有と課

題分析 

 フォローアップ研

修の実施 

 地区担当職員と

の連携体制の構

築 
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（３）情報提供の拡充 
 

本会の取り組み、ボランティア活動等の情報を広く住民に知らせるとともに、福祉サ

ービス等に関する情報が必要とする人に届くように、広報紙やホームページによる情報

提供と共に、その方法について工夫を行います。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 「まちだ社会福祉

だより」等による情

報提供の充実 

定期的に紙面で福祉情報を提供し、福祉情報を必要としている人へ適切に行き届くよう、

内容の充実と関係機関等への配布先増を図る。 

 

 モニター実施 

 配布数、返却数

の把握 

 モニター実施 

 配布数、返却数

の把握・分析 

 紙面内容の改訂 

 新たな配布先、

配布方法の検討 

 内容の充実 

 配布先の拡充 

② ホームページ等に

よる情報提供の拡

充 

 

社協活動、ボランティア情報等をいつでも的確に入手できるようホームページをはじめとし

た情報提供を行う。 

 

 定期更新 

 魅力あるページ

作り 

 HPのあり方の検

討 

 定期更新 

 魅力あるページ

作り 

 提供方法の環境

整備 

 定期更新 

 魅力あるページ

作り 

 新たな提供方法

の実施 

 定期更新 

 魅力あるページ作り

 内容の検証、充実 
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３－２ 地域生活の支援 
 
（１）権利擁護支援の充実 
 

判断能力の不十分な高齢者や知的障がい者、精神障がい者の方々が、できるだけ自ら

の力で権利を行使し、必要な福祉サービスを利用しながら安心・安全な生活が出来るこ

とを目指し、その方にあった制度や事業の利用に向け、相談に対応します。また、その人

らしい生活の支援に向け担い手の育成に取り組み、多様な社会資源づくりを目指します。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 地域福祉権利擁

護事業 

 

市内にお住まいの障がいのある方や高齢の方で、ご自分の意思で契約を結ぶことがで

きる方を対象に、福祉サービス利用手続きの手伝いや日常的な金銭の支払い、大切な

書類等の預かりサービスを行う。 

契約後に支援計画に沿って利用者に対し直接支援を行う「生活支援員」を拡充し事業

の充実に向けた取り組みを進めるとともに、毎年研修会を実施し生活支援員の質の向

上に取り組む。 

 生活支援員増に

向けた周知活動

の実施 

 生活支援員の増

に向けた周知活

動の継続実施 

 生活支援員の増

に向けた周知活

動の継続実施 

 生活支援員の増

 4年間で１０名の

増 

② 法人後見・監督の

実施 

市民後見人が受任しているケースについての後見監督人、保佐監督人、補助監督人

を受任し、監督業務を行う。 

また、法人後見について受任基準の見直しに取り組む。 

 後見等監督受任

に向け、関係機

関への周知活動

の実施 

 後見等監督受任

に向け、関係機

関への周知活動

の継続実施 

 法人後見受任基

準見直しに向け

た検討 

 後見等監督受任

に向け、関係機

関への周知活動

の継続実施 

 法人後見受任基

準見直しに向け

た検討 

 後見等監督受任

件数増 4年間で

８件増 

 新しい基準に基

づいた法人後見

の受任開始 

③ 成年後見制度推

進機関業務事業 

成年後見制度の普及、利用促進に向けた講演会や学習会を開催するとともに、市民・

関係機関、既に受任している後見人等からの相談に対応する。 

 

 講演会、学習会

の開催 

 相談対応 

 講演会、学習会

の開催 

 相談対応 

 講演会、学習会

の開催 

 相談対応 

 講演会、学習会

の開催 

 相談対応 

④ 市民後見人育成

事業 

市民後見人候補者育成に向けた研修会の開催や、市民後見人候補登録者や受任中

の市民後見人に対し支援を行う。 

市民後見人候補登録者の受任に向けた調整の実施。 

 市民後見人の育

成研修実施（２期

生育成） 

 

 市民後見人の育

成研修実施（３期

生育成開始） 

 

 市民後見人の育

成研修実施（３期

生育成の継続実

施） 

 市民後見人の育

成研修実施（4期

生育成開始） 
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（２）生活困窮者への支援 
 

低所得世帯や障がい者、高齢者のいる世帯に対する貸し付けや、受験生のいる世帯に

対する学習塾や受験費用の貸し付けを行い、併せて相談支援を行うことで世帯の生活の

安定と経済的な自立を図ります。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 生活福祉資金貸

付等事業 

生活福祉資金貸付事業や受験生チャレンジ支援事業による資金の貸し付けが必要な

世帯に事業内容の周知を行う。 

また関係機関と連携を図り、必要な相談支援を行う。 

 相談経路の調査

 学校への事業説

明 

 周 知 方 法 の 検

討、実施 

 相談経路の調査 

 改選新任民生員

への事業説明会

開催 

 関係機関への更

なる周知 

 説明機会の拡大

 
 
（３）子どもや高齢者、障がい者への生活支援 
 

学童保育クラブでは、保護者の就労など様々な理由により放課後等の時間を自宅で過

ごすことが難しい小学生に、適切な遊びと生活の場を提供することで子どもたちの豊か

な成長を見守ります。あわせて保護者が安心して子育てができるよう支援していきます。 

また、高齢になっても、障がいがあっても住み慣れた地域での生活を継続できるよう、

地域生活を支援する事業を運営していきます。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 学童保育クラブの

運営 

子どもたち一人ひとりの豊かな成長を見守り、保護者が安心して子育てができるように

支援していく。高齢者施設との交流、認知症啓発活動、絵画作品展等の取り組みをと

おして子どもたちの福祉意識の醸成を図る。 

 福祉意識の醸成

を図る取り組みの

実施 

 現状把握、課題

抽出 

 福祉意識の醸成

を図る取り組みの

実施 

 方法の検討、準

備 

 検討した福祉意

識の醸成を図る

取り組みの実施 

 検討した福祉意

識の醸成を図る

取り組みの実施、

検証 

② 地域の子育て支援

事業 

学童保育クラブを午前中に開放し、乳幼児とその保護者に交流の場を提供する。地域

の方々の集いの場として、楽しい遊びを提供しながら、子育てしやすい環境づくりに努め

る。 

 全クラブ実施 

 現状把握、課題

抽出 

 全クラブ実施 

 新しい事業体制

の検討、準備 

 新しい事業体制

の実施 

 新しい事業体制

の充実 
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事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

③ 様々な事情を抱え

た子ども・子育て家

庭への支援事業 

様々な事情を抱えた子どもや子育て家庭に対し、住民や団体等とともに学習支援や居

場所づくりをとおして、地域で孤立しないよう支える仕組みを検討していく。 

 

 学童利用者への

アンケート実施と

課題の抽出 

 孤立防止に向け

た地域住民や団

体との連携 

 子どもの孤立防

止に向けた仕組

みづくりの検討・

準備 

 活動場所の確保 

 子ども・子育て家

庭の居場所づくり 

 子ども・子育て家

庭の居場所づくり

 安定した運営の

ための研修実施・

情報共有 

④ 要介護認定調査 

業務事業 

町田市からの受託事業として、介護保険の利用に向けた要介護認定調査を行う。 

快く調査を受けていただくため、適切な情報共有に努め、必要に応じて市の介護保険

課や各高齢者支援センター等の関係機関と連携していく。 

また、調査件数増加と共に職員体制の充実や事務所の整備についても検討していく。 

 訪 問 調 査 件 数

2,100件 

 職員体制の検討

 訪 問 調 査 件 数

2,500件 

 事務所の整備 

 訪 問 調 査 件 数

2,500件 

 職員体制の検討 

 訪 問 調 査 件 数

3,000件 

⑤ 同行援護事業 

 

障がい福祉サービス事業者としてガイドヘルパーステーションを運営し、視覚障がいがあ

り、単独での外出が困難な方に対してガイドヘルパーを派遣し、自立した日常生活の支

援を行う。 

ガイドヘルパーの養成研修を定期的に開催し、担い手の育成を行う。 

 充実・安定したサ

ービスの提供 

 ガイドヘルパー従

事者研修を年３

回実施 

 充実・安定したサ

ービスの提供 

 ガイドヘルパー従

事者研修を年３

回実施 

 ガイドヘルパー養

成研修の実施 

 充実・安定したサ

ービスの提供 

 ガイドヘルパー従

事者研修を年３

回実施 

 充実・安定したサ

ービスの提供 

 ガイドヘルパー従

事者研修を年３

回実施 

 ガイドヘルパー養

成研修の実施 

⑥ 福祉輸送サービス

共同配車センター

運営事業 

障がいや高齢による移動制約のある方への外出支援としてあいちゃん号、やまゆり号の

配車受け付けや利用登録を継続して行う。市、委託業者とともに定例会議を開催し、利

用しやすい体制づくりに努める。 

 利用料免除条件

の検討 

 利用料免除条件

の分析 

 利用条件等の検

討 

 利用条件等の見

直し 
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３－３ 災害に備えた連携支援の充実 
 

（１）災害時の対策 
 

大規模災害が発生した際に災害ボランティアセンターを設置します。また、災害時に

備え、日頃から町田市と連携を図り、体制の整備を行います。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 災害ボランティアセ

ンターの立ち上げ・

運営訓練 

大規模災害が発生した際に、72時間以内に災害ボランティアセンターを設置できるよ

う、町田市総合防災訓練等においてセンターの立ち上げ・運営訓練を行う。また、「災

害ボランティアセンター運営マニュアル」について改訂を行う。 

今後は関係機関との避難行動要支援者名簿の共有をはじめ、災害時に支援が必要な

方への支援のあり方を検討する。（※） 

 運営マニュアルの

改訂に向けた検

討 

 運営マニュアルの

改訂 

 改定マニュアルに

よる総合防災訓

練の実施 

 社協独自の立ち

上げ訓練の実施 

 避難行動要支援

者への支援のあり

方、体制検討 

 社協独自の立ち

上げ訓練の定期

実施 

 避難行動要支援

者への支援体制

の準備 

 ※災害対策基本法が改正され、社会福祉協議会が避難支援等関係者に位置付けられたこと   

  に伴い、避難行動要支援者の名簿提出を受けられることとなりました。 
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３－４ 福祉サービスの質の向上 
 
（１）福祉サービス事業者や当事者団体との連携 
 

日常の生活課題から専門性が求められる複雑な福祉課題まで、地区ごとに対応できる

よう、地域で活動している様々な福祉サービス事業者や当事者団体との情報共有や連携、

協働を促進します。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 多様な団体との 

ネットワーク支援 

「町田市障がい者福祉懇談会」や「町田市社会福祉法人施設等連絡会」の事務局等

を担い、これらの協議体がサービスの質の確保や課題解決に向け、主体的に取り組み

ができるよう支援を行う。 

また、これらの協議体の持つ情報やサービスが住民に提供されるよう発信していく。 

 事務局の運営と

必要に応じた支

援 

 情 報 発 信 の 検

討・実施 

 協議体が参加で

きるPRイベントの

検討、準備 

 事務局の運営と

必要に応じた支

援 

 情報発信の検証

 協議体が参加で

きるPRイベントの

検討・準備 

 事務局の運営と

必要に応じた支

援 

 情報発信 

 PRイベントの実施 

 事務局の運営と

必要に応じた支

援 

 情報発信 

 PRイベントの実施

② 

【新規】 

社会福祉法人の 

ネットワークづくり 

 

地区ごとに存在する、高齢、障がい、児童福祉等の施設、事業所、関係団体の、制度

を超えて横断的につながるネットワークの形成に向けて支援を行う。また、そこから社会

福祉法人の地域貢献事業などの、地域を基盤とした活動にもつながることを目指す。 

 既存のネットワー

クの確認 

 地区ごとの社会

福祉法人の活動

把握 

 地区ごとの課題

の分析、共有 

 ネットワークのでき

る地区の検討 

 共有課題の抽出 

 取り組みの整理 

 ネットワークづくり

の準備 

 ネットワークの形

成 

 共有課題への取

り組みの検討 

 

 

（２）福祉サービス利用相談 
 

福祉サービスを利用した際の苦情、不満について、調整を行う相談窓口を設け、専門的

見地から意見や助言を行うことにより、福祉サービスの質の向上を図ります。 

 

事業名 
事業概要／実施年度・目標および目標値 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

① 福祉サービス利用

に際しての苦情相

談 

福祉サービスを利用していて生じた苦情、不満について「福祉サービス苦情調整第三

者委員会」の委員が専門的見地から意見助言を行う。 

 

 周知方法の検討

 相談対応 

 周知の実施 

 相談対応 

 周知の継続実施 

 相談対応 

 周知の継続実施

 相談対応 
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第６章 計画の推進体制 

 

１ 計画の推進体制 

 

（１）市計画との一体的な推進 
 

本計画は、本会と町田市をはじめとして、町田市に暮らす方々、福祉関連団体、福祉施

設、企業など、様々な主体が協働することにより推進するものです。 

各年度計画の進捗状況を確認し、課題の改善に向けた検討や、法改正の動向に対応し、

必要に応じた見直しを進めるために、「地域福祉活動計画推進委員会」を設置します。 

また、本会と町田市は、両計画の整合性を図るため合同会議を設置し、協働で地区別の

懇談会を開催することで住民の方々の意見の把握に努め、施策を推進していきます。 

 

図表６－１ 市計画との一体的な推進体制 
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ア団体 町内会 
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（２）地区における地域福祉推進の将来像 
 

市内を5エリアにわけ、本会の全職員を地区担当職員として配置します。そのエリアの

中で、地区担当職員は将来的に市地域福祉計画の地区活動計画の10地区ごとに福祉ネッ

トワークが構築されるように支援します。 

地区ごとの福祉ネットワークでは、住民や活動する団体が中心となり、地区の課題に

ついて考え、解決に向けた取り組みを行うことが考えられます。 

本会の体制としては、定期的にエリアごとの地区担当職員で担当者会議を実施し、情

報共有を図り、課題等を検討します。そして、全体会議では、エリアごとの情報を共有す

るとともに、エリアだけで解決できない課題について検討します。 

そして、その検討した内容を地区ごとに住民や活動する団体と共有し、課題解決に向

けさらなる連携を進めていきます。 

 

図表６－２ 地域福祉推進における社会福祉協議会の体制の将来像 
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・民生委員・児童委員 

・町内会・自治会 
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２ 計画の進行管理 

 

計画の進行管理にはPDCAサイクルを導入し、地域福祉活動計画推進委員会において、

事業の進捗状況について、実績・成果を報告することで評価を行い、計画の変更や事業の

見直し等を実施します。 

評価に当たっては、できる限り満足度調査等の第三者的視点を取り入れていきます。 

 

 

図表６－３ 計画の進行管理におけるＰＤＣＡサイクル 
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・ 評価結果を踏まえ、必要があると認め

るときは、計画の変更や事業の見直し

等を実施する。 

改善（Act） 

・ 計画の内容を踏まえ事業を実施する。

 

実行（Do）

 

・ 事業の実績・目標値に関する成果、次

年度への改善点を地域福祉活動計画

推進委員会に報告し、評価していただ

く。 

評価（Check） 
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資料編 
 

１ 地域福祉活動計画策定検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 町田市地域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）の策定について、地域福祉活

動計画策定検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、社会福祉法人町田市社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）の諮問

に応じ、活動計画の策定に関し必要な事項について協議し、答申する。 

（委員会の構成） 

第３条 委員の定数は、18 名以内で構成し、会長がこれを委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する答申までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会には、委員長１名及び副委員長１名を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選による。 

３ 委員長は、委員会を代表し会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによ

る。 

４ 委員長が、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めて意見を聞くことができる。 

（作業起草委員会） 

第７条 委員会の効率的な運営を図るために、作業起草委員会を設置する。 

２ 作業起草委員会は、活動計画の素案作成及び委員会への必要な情報の提供と、資料の作

成にあたる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、事務局に置く。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか委員会の設置に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

附則 

この要綱は、平成 27 年９月１日から施行する。 

平成 27 年８月 27 日 制定
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２ 検討体制 

 

（１）第四次町田市地域福祉活動計画策定検討委員会 
 

【任期：平成 28 年４月 26 日～平成 29 年３月 31 日】 

（順不同敬称略） 

氏名 所属 

◎小野 敏明 田園調布学園大学名誉教授 

○宮城 孝 法政大学現代福祉学部教授 

町野 眞里子 町田市民生委員児童委員協議会 

松香 光夫 町田市町内会自治会連合会 

東海林 幸二 町田市老人クラブ連合会 

加門 大亮 町田市介護サービスネットワーク 

大久保 悦子 町田市社会福祉法人施設等連絡会 

江口 紀江 町田市法人立保育園協会 

岡山 茂久 町田ボランティア連絡協議会 

岡田 栄 まちだ NPO 法人連合会 

井上 勉 町田市青少年健全育成地区委員会 

石塚 正子 ふれあいサロン代表者 

三並 愛司 地区社協担当者（南町田地区） 

髙橋 協子 地域福祉推進部会 

須崎 信孝 町田市地域福祉部長 

堀場 淳 町田市いきいき生活部長 

小池 晃 町田市子ども生活部長 

持田 勝正 町田市市民協働推進担当部長 

◎は委員長、○は副委員長 
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（２）第四次町田市地域福祉活動計画策定に向けた作業起草委員会 
（順不同敬称略） 

氏名 所属 

平林 隆彦 町田市地域福祉部福祉総務課 

奥山 孝 町田市いきいき生活部高齢者福祉課 

佐藤 智恵 町田市子ども生活部児童青少年課 

若林 眞一 町田市市民部市民協働推進課 

叶内 ひとみ 町田市保健所保健総務課 

荒木 睦子 町田市社会福祉協議会 総務担当 

仲泊 昌仁 町田市社会福祉協議会 地域福祉推進担当 

佐々木 麻衣子 町田市社会福祉協議会 地域福祉推進担当 

永田 隆 町田市社会福祉協議会 せりがや事業担当 

宮本 真紀 町田市社会福祉協議会 学童保育事業担当 

 

（３）第四次町田市地域福祉活動計画策定に向けた作業プロジェクトチーム 
（順不同） 

氏名 所属 

永田 隆 町田市社会福祉協議会 せりがや事業担当主幹 

井藤 親子 町田市社会福祉協議会 地域福祉推進担当統括主査 

仲泊 昌仁 町田市社会福祉協議会 地域福祉推進担当主査 

佐々木 麻衣子 町田市社会福祉協議会 地域福祉推進担当主任 

星 淑恵 町田市社会福祉協議会 地域生活支援担当主幹 

金松 美恵  町田市社会福祉協議会 地域生活支援担当主査 

内田 正郁 町田市社会福祉協議会 せりがや事業担当 

宮本 真紀 町田市社会福祉協議会 学童保育事業担当主査 

坂森 等 町田市社会福祉協議会 総務担当主査 

荒木 睦子 町田市社会福祉協議会 総務担当統括主査 
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３ 地域福祉活動計画策定検討経過 

 

日時 内容 会議事項等 

2015 年 

10 月～11 月 

団体アンケート調査実

施 
— 

2016 年 

1 月～2 月 

地区別住民懇談会実施
— 

2016 年 

4 月 26 日

（火） 

第１回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定検討委員

会 

１．委員委嘱 

（１）委嘱状交付 

（２）会長挨拶 

２．開会 

（１）委員自己紹介 

（２）委員長及び副委員長選出 

３．議題 

（１）第四次町田市地域福祉活動計画の策定方針につ

いて 

４．その他 

2016 年 

6 月 17 日

（金） 

第１回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定に向けた

作業起草委員会 

１．開会 

２．議題 

（１）第１回策定委員会の結果について 

（２）第２回策定委員会の議題について 

３．その他 

2016 年 

6 月 30 日

（木） 

第２回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定検討委員

会 

１．開会 

２．議題 

（１）第三次計画の評価について 

（２）第四次計画の課題と方向について 

（３）第四次計画の基本的考え方と体系について 

３．その他 

2016 年 

９月 27 日 

（火） 

第２回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定に向けた

作業起草委員会 

１．開会 

２．議題 

（１）第２回策定委員会の結果について 

（２）第３回策定委員会の議題について 

３．その他 

2016 年 

10 月 5 日

（水） 

第３回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定検討委員

会 

１．開会 

２．議題 

（１）素案作成と今後の方向性について 

３．その他 

2016 年 

11 月 14 日 

（月） 

第３回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定に向けた

作業起草委員会 

１．開会 

２．議題 

（１）素案作成と今後の方向性について 

３．その他 
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日時 内容 会議事項等 

2016 年 

11 月 29 日 

（火） 

第４回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定検討委員

会 

１．開会 

２．議題 

（１）素案作成と今後の方向性について 

３．その他 

2017 年 

1 月 26 日 

（木） 

 

第４回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定に向けた

作業起草委員会 

１．開会 

２．議題 

（１）第四次町田市地域福祉活動計画答申案について

３．その他 

2017 年 

１月 31 日 

（火） 

 

第５回 

第四次町田市地域福祉

活動計画策定検討委員

会 

１．開会 

２．議題 

（１）第四次町田市地域福祉活動計画答申案について

３．その他 
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４ 第四次町田市地域福祉活動計画の策定について（諮問） 

 

 16 町社協第 162 号 

平成 28 年４月 26 日 

 

第四次町田市地域福祉 

活動計画策定検討委員会 

委員長 小野 敏明 様 

 

    社会福祉法人 

    町田市社会福祉協議会 

    会 長 佐々木 のり 

 

 

第四次町田市地域福祉活動計画の策定について（諮問） 

 

町田市社会福祉協議会は、平成 24 年１月に平成 28 年度を目標年次とする第三次

町田市地域福祉活動計画を策定し、「誰もが安心してしあわせに暮らせるまちづくり」

を基本理念に地域福祉推進に取り組んでまいりました。 

近年では、社会経済状況の変化に伴い、住民の生活課題も複雑多様化しており、地

域の福祉力を高めていくことが求められています。 

地域の特性を活かした町田らしい福祉の推進に向けた第四次町田市地域福祉活動

計画のあり方について、貴策定検討委員会に諮問いたします。 
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５ 第四次町田市地域福祉活動計画の策定について（答申） 

 

平成 29 年２月９日 

 

社会福祉法人 

町田市社会福祉協議会 

会長 佐々木 のり 様 

 

  第四次町田市地域福祉活動計画 

  策定検討委員会 

委員長 小野 敏明 

 

第四次町田市地域福祉活動計画の策定について（答申） 

  

平成28年４月26日付16町社協第162号により諮問された標記の件について、

第四次町田市地域福祉活動計画策定検討委員会による協議・検討を行ってまいりまし

た。 

本計画の答申に当たっては、町田市が策定した第３次町田市地域福祉計画と連携・

協働し、社会福祉協議会をはじめ地域住民、関係団体、福祉施設・事業所や専門機関・

行政等がつながりをもち、地域の福祉課題を解決することを目指し、別紙のとおり第

四次町田市地域福祉活動計画をまとめましたので、ここに答申いたします。 
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６ 団体アンケートの結果 

 

（１）調査の概要 
 

①調査の目的 

本調査は、町田市内の各地域で活動している団体（人）に、日頃の活動内容、活動の中で

感じる地域の課題、活動を行う上での課題等を尋ね、集計結果を町内会・自治会連合会の地

区割り別に分析することにより、地区ごとの活動団体の特徴や課題等を把握することを目

的とする。 

 

②調査対象 

町田市の主な地域活動団体 1,265 団体 

 

調査対象 抽出方法 対象数 

町内会・自治会 全数 308 

NPO 法人 「まちだの NPO」掲載全団体 184 

ボランティア団体 ボランティアセンター登録全団体 165 

ふれあいサロン・子育てサロン 町田市社会福祉協議会登録全団体 76 

小・中学校及び PTA 小学校 45、中学校 25。私立含む。 140 

老人クラブ 連合加盟全団体 120 

障がい者当事者会・家族会 全団体 11 

高校・大学 高校 14、大学８。高専、短大含む。 22 

地区社会福祉協議会 全団体 2 

民生委員・児童委員 全数 237 

合計  1,265 

 

③調査方法 

アンケート調査・郵送法（督促礼状を１回送付） 

※老人クラブは直接配布、郵送回収 

 

④調査時期 

2015 年 11 月 2 日～12 月 4 日 （11 月 17 日 調査票記載締切） 
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⑤回収率 

 

発送・配布数 
回収数 

（回収率） 

有効回収数 

（有効回収率） 

1,265 
849 

（67.1％） 

848 

（67.0％） 

 

⑥調査項目 

 

調査項目 問番号 設問 

A 

基本

属性 

全員 問１ 活動種別 

民生委員・

児童委員 

問２ 性別、年齢 

問３ 活動年数 

問４ 担当地区 

問５ 活動で困っていることや課題 

活動団体 

問６ 団体名、名称、連絡先、活動場所 

問７ 活動年数 

問８ 活動しているメンバーの人数 

問９ 年齢層 

問 10 活動分野 

問 11 活動しているエリア 

問 12 活動上の課題 

B 

団体の活動状況と 

課題 

問 13 活動頻度 

問 14 他団体との交流や協力関係の状況 

問 15 地区協議会の認知状況 

問 16 特に力を入れている活動 

問 17 これから力を入れていきたい活動 

C 

市や社会福祉協議

会との関わり方 

問 18 市との関わり 

問 19 市と連携・協力したい活動 

問 20 社会福祉協議会との関わり 

問 21 社会福祉協議会と連携・協力したい活動 

D 

地域の課題 

問 22 日ごろの活動の中で気づく地域の課題 

問 23 地域の課題を解決するために必要な方策 

問 24 福祉サービスに結びついていない人の有無 

問 24-1 福祉サービスに結び付いていない人の事例、対応・支援の仕方 

E 

今後必要なこと 

問 25 市民の地域活動が活性化するために必要なこと 

問 26 本調査以外での、計画策定への協力（ヒアリング等）の意向 
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（２）調査結果（抜粋） 
 

①民生・児童委員が活動で困っていることや課題 

 

図表７－１ 活動で困っていることや課題（全体：複数回答） 

＜「民生委員・児童委員」＞ 

 

  

51.2 

34.6 

33.6 

32.3 

21.2 

20.7 

20.3 

19.8 

19.8 

14.7 

13.8 

6.9 

6.0 

5.5 

3.7 

0.9 

11.1 

6.9 

1.4 
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1
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9

1

0

1

1

1

2

1

3

1

4

1

5

1

6

1

7

1

8

1

9

(%)

全体（n=217）

どこまで支援を行うかの判断が難しい

町内会・自治会に加入していない方や転居してきた方の把

握が難しい

訪問しても出てきてくれない、嫌がられる

虐待等の予防や早期発見につながる情報が把握しにくい

要援護者の家族との協力関係を築くことが難しい

対象が広すぎて把握が難しい

サロン等の住民が集う場に来ない（家から出ない）方へのア

プローチが難しい

個人情報の保護により行政から活動に必要な情報を得られ

ない

複数の活動を抱えており、調整が大変

活動が忙しすぎて自分のための時間がとれない

社会福祉に関する知識の習得、情報の整理が追いつかない

行政や社会福祉協議会のどこにつなげばよいのか、わから

ないときがある

相談内容をどこにつなぐか判断が難しい

うまく話を聴くことができない

他団体（障がい者当事者会・家族会、子育て団体、ボラン

ティア団体、NPO等）との連携がうまくいかない

相談できる先輩や仲間がいない

その他

特にない

無回答
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②活動団体の活動上の課題 

 

図表７－２ 活動上の課題（全体） 

＜活動団体（民生委員・児童委員以外）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.8 

48.3 

44.0 
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5.9 

3.3 
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12

13

14

(%)

全体（n=630）

メンバーが高齢化してきている

活動のための人材（メンバー、ボランティア等）が

少ない、足りない

活動の中心となるリーダーや後継者が育たない

活動資金が不足している

活動の拠点となる場所の確保が難しい

活動・事業の内容を情報発信する機会が乏しい

多くの人が参加しやすい活動内容となっていない

活動に必要な情報や専門知識が不足している

同じ分野、活動内容の団体・施設・個人とのネット

ワークづくりの場がない

さまざまな地域資源の情報が得にくい

異なる分野、活動内容の団体・施設・個人との

ネットワークづくりの場がない

その他

特にない

無回答
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③他団体との交流や協力関係の状況 

 

図表７－３ 他団体との交流や協力関係の状況 

（全体、活動団体別：複数回答） 

 

  
(％)

町
内
会
・
自
治
会

小
・
中
学
校

社
会
福
祉
協
議
会

(

地
区
社
協
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含
む

)

民
生
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員
・
児
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委
員

高
齢
者
福
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施
設

青
少
年
健
全
育
成
地
区

委
員
会

老
人
ク
ラ
ブ
・
老
人
会

保
育
園

(

所

)

・

幼
稚
園
・
子
ど
も
園

地
区
協
議
会

ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
団
体

ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン
・
子

育
て
サ
ロ
ン

保
護
者
会
・
Ｐ
Ｔ
Ａ

(N= 848) 63.2 51.4 49.3 36.4 36.4 32.5 30.7 25.1 22.4 18.9 18.9 17.6

民 生 委 員 ・ 児 童 委 員 (n= 217) 69.6 82.9 74.7 75.1 60.8 62.2 33.6 59.9 35.0 14.7 36.9 18.9

町 内 会 ・ 自 治 会 (n= 197) 85.3 59.4 35.5 31.0 25.9 41.1 40.1 8.1 38.1 8.6 11.7 24.9

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 (n= 89) 42.7 38.2 37.1 15.7 28.1 6.7 6.7 28.1 10.1 29.2 10.1 6.7

ボ ラ ン テ ィ ア 団 体 (n= 117) 17.1 23.1 52.1 4.3 32.5 2.6 13.7 9.4 0.9 42.7 10.3 6.0

ふれあいサロン・子育てサロン (n= 57) 49.1 1.8 70.2 19.3 19.3 5.3 14.0 5.3 3.5 8.8 42.1 1.8

小 ・ 中 学 校 (n= 26) 88.5 80.8 46.2 73.1 38.5 88.5 26.9 57.7 57.7 46.2 7.7 80.8

小 ・ 中 学 校 Ｐ Ｔ Ａ (n= 13) 92.3 92.3 0.0 46.2 0.0 84.6 7.7 0.0 15.4 23.1 0.0 76.9

老 人 ク ラ ブ (n= 87) 93.1 34.5 26.4 29.9 39.1 6.9 77.0 6.9 6.9 3.4 10.3 4.6

障がい者当事 者会 ・ 家 族会 (n= 16) 0.0 6.3 68.8 0.0 6.3 0.0 0.0 6.3 0.0 25.0 6.3 18.8

高 校 ・ 大 学 (n= 9) 66.7 55.6 11.1 11.1 11.1 33.3 0.0 44.4 33.3 22.2 0.0 44.4

そ の 他 の 団 体 (n= 18) 44.4 38.9 27.8 16.7 27.8 27.8 16.7 11.1 5.6 27.8 0.0 16.7

(％)

消
防
団

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

障
が
い
者
福
祉
施
設

病
院
・
医
療
施
設

商
店
会
や
商
店
街

高
校
・
大
学

障
が
い
者
当
事
者
会
・

家
族
会

母
子
福
祉
施
設

企
業

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

(N= 848) 17.6 14.6 12.3 10.1 8.7 7.4 6.7 3.2 3.2 8.0 3.8 1.4

民 生 委 員 ・ 児 童 委 員 (n= 217) 6.0 14.3 21.7 5.5 3.7 1.8 6.9 9.2 0.5 6.9 0.5 0.0

町 内 会 ・ 自 治 会 (n= 197) 60.4 6.6 3.0 8.6 15.7 6.6 1.5 1.0 2.5 5.6 5.1 1.0

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 (n= 89) 1.1 49.4 25.8 27.0 14.6 18.0 15.7 1.1 14.6 10.1 3.4 5.6

ボ ラ ン テ ィ ア 団 体 (n= 117) 0.0 13.7 9.4 9.4 3.4 8.5 6.0 0.9 0.9 7.7 8.5 0.9

ふれあいサロン・子育てサロン (n= 57) 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.8 5.3 3.5

小 ・ 中 学 校 (n= 26) 34.6 34.6 19.2 38.5 34.6 42.3 7.7 7.7 15.4 3.8 0.0 0.0

小 ・ 中 学 校 Ｐ Ｔ Ａ (n= 13) 0.0 7.7 7.7 0.0 7.7 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

老 人 ク ラ ブ (n= 87) 3.4 1.1 2.3 9.2 4.6 0.0 1.1 0.0 0.0 6.9 0.0 0.0

障がい者当事 者会 ・ 家 族会 (n= 16) 0.0 12.5 37.5 6.3 6.3 0.0 87.5 0.0 0.0 25.0 6.3 0.0

高 校 ・ 大 学 (n= 9) 44.4 33.3 22.2 22.2 33.3 55.6 11.1 11.1 33.3 33.3 0.0 0.0

そ の 他 の 団 体 (n= 18) 0.0 5.6 5.6 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 5.6 22.2 5.6

※活動団体別の「地区社協」はサンプル数が1のため除いている。

※横方向に見て、最も割合が高いものに網掛けをしている。

活
動
団
体
別

全 体

活
動
団
体
別

全 体
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④日ごろの活動の中で気づく地域の課題 

 

図表７－４ 日ごろの活動の中で気づく地域の課題（全体：複数回答） 
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1

1

1
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1

1

1
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2

2

2

2

(%)

全体（N=848）

日中独居の高齢者、障がい者

認知症高齢者

ひきこもり

福祉サービスの利用に結びついていない人

孤立（孤独死）

子育てに関する不安を抱えている人

買い物の困難等の生活課題

障がい者の地域生活

子ども、高齢者への虐待の予防・対応

複数の問題を抱える世帯

生活困窮者、失業・生活再建等

配偶者等からの暴力への予防・対応

近隣住民同士の交流

高齢者と子ども等、異なる世代間の交流

高齢者や障がい者の地域での居場所

障がい者と地域の人々との交流

近隣との摩擦（ごみ屋敷、騒音等）

防災・災害対策

災害時要配慮者

防犯・治安

道路の段差や放置自転車等

その他

特にない

無回答

人
に
関
す
る
こ
と

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に

関
す
る
こ
と

ま
ち
に
関
す
る
こ
と
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20.4 15.3 56.4 7.9
全体

(N=848)

いる いない 無回答

(%)

わからない

⑤地域の課題を解決するために必要な方策 

 

図表７－５ 地域の課題を解決するために必要な方策（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 行政、民生委員・児童委員、町内会・自治会、ボランティア団体、NPO 等 

※２ 住民と住民、住民と行政などの間に立って、そのパイプ役として中立的な立場で、それぞれの活動を支援する組織 

 

⑥福祉サービスに結びついていない人の有無 

 

図表７－６ 福祉サービスに結びついていない人の有無（全体） 
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全体（N=848）

地域の集まりへの参加を促す

地域の見守り活動を活発化させる

地域活動を活発にする（防災訓練、清掃活動等）

町内会・自治会への入会を勧める

地域福祉の担い手となる人々（※１）を増やす

地域福祉の担い手となる人々（※１）が連携を持つ

住民のボランティア活動を活発化させる

相談窓口を充実させる

中間支援組織（※２）の機能を強化する

その他

無回答

地域の問題を専門的な福祉サービスにつなげる
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⑦社会福祉協議会との関わり 
 

図表７－７ 社会福祉協議会との関わり（全体、活動団体別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧今後、社会福祉協議会と連携・協力したい活動 
 

図表７－８ 今後、社会福祉協議会と連携・協力したい活動（全体：複数回答） 
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その他

連携･協働したいと思わない

無回答

社会福祉協議会との事業･イベントの共催

社会福祉協議会の事業･イベントの企画・立案等への参加・協力

社会福祉協議会からの事業委託

社会福祉協議会との情報交換･共有

社会福祉協議会の事業･イベントへの参加･協力

社会福祉協議会による、あなたやあなたが所属する団体の活動の

情報発信

(％)

日
ご
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ら
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連
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し
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り

、
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援
を
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け

て
活
動
し
て
い
る
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し
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り

、
支
援
を
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こ
と
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関
わ
り
は
あ
ま
り
な
い

そ
の
他

無
回
答

(N= 848) 25.2 33.3 32.2 4.2 5.1

民 生 委 員 ・ 児 童 委 員 (n= 217) 34.6 43.3 14.7 2.3 5.1

町 内 会 ・ 自 治 会 (n= 197) 10.2 32.5 44.2 7.1 6.1

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 (n= 89) 21.3 25.8 42.7 2.2 7.9

ボ ラ ン テ ィ ア 団 体 (n= 117) 35.9 29.1 28.2 5.1 1.7

ふれあいサロン・子育てサロン (n= 57) 50.9 33.3 10.5 1.8 3.5

小 ・ 中 学 校 Ｐ Ｔ Ａ (n= 13) 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

老 人 ク ラ ブ (n= 87) 12.6 28.7 48.3 4.6 5.7

障がい者当事 者会 ・ 家 族会 (n= 16) 50.0 37.5 6.3 0.0 6.3

小 ・ 中 学 校 (n= 26) 19.2 42.3 34.6 3.8 0.0

高 校 ・ 大 学 (n= 9) 11.1 11.1 44.4 22.2 11.1

そ の 他 の 団 体 (n= 18) 16.7 27.8 38.9 5.6 11.1

※活動団体別の「地区社協」はサンプル数が1のため除いている。

※横方向に見て、最も割合が高いものに網掛けをしている。

全 体

活
動
団
体
別
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７ 地区別住民懇談会の開催概要 

 

（１）実施目的 
 

・ 町内会・自治会連合会の区割り 10 地区ごとに住民懇談会を開催し、地域で活動してい

る人、団体の声を直接聞き、地域の課題等を把握し、「第３次町田市地域福祉計画」、特

に地区活動計画、また町田市社会福祉協議会の「第四次町田市地域福祉活動計画」の検

討の基礎資料として役立てる。 

 

（２）実施方針 
 
・ 参加者が主体的に考え解決策を出しあう「全員参加・討論型」とする。 

 

【住民懇談会のル－ル】 

・ 思いついたことはドンドン書こう 

・ １枚の紙に１つの項目を具体的に簡潔に書こう 

・ １つ１つの意見を尊重しましょう 

 

 

（３）参加対象者 
 

◆団体アンケート調査で参加意向があった団体 

・ 町内会・自治会、民生委員・児童委員 

・ ＮＰＯ法人、ボランティア団体 

・ ふれあいサロン・子育てサロン 

・ 老人クラブ 

・ 障がい者当事者団体・家族会 

・ 小学校・中学校、小学校・中学校ＰＴＡ 

・ 地区社協 等 

◆その他 

・ 町田市内の社会福祉法人 57 法人 

・ 高齢者支援センター 12 施設 

 

（４）懇談会のテーマ 

 

・ 地域における課題 

・ 地域の課題解決のためにしていること・地域でできること  
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（５）実施方法 
 

①実施手法 

・ ６～７人でグループをつくり、グループディスカッション形式で実施。 

・ 意見や話合いはＫＪ法（付箋を使った取りまとめ法）によりまとめ、最後にグループご

とに話し合いの結果を発表。 
 

②当日配布資料 

・ 次第 

・ 地区別データ、地域資源マップ 

・ 団体アンケート調査結果 
 

③次第（２時間） 

１．開会、地区の特徴等・趣旨説明 

２．グループごとで自己紹介 

３．グループごとの話し合い①「地域における課題」 

４．グループごとの話し合い②「地域の課題解決のためにしていること・地域でできるこ

と」 

５．休憩 

６．グループ発表・意見交換 

７．閉会、アンケート記入 

 

（６）地域ごとの日時・会場・参加者数 
 

・ 2016 年１月から２月に実施。 
 

地区名 日時 会場 参加者数 グループ数

南地区 2 月 11 日（木・祝）18:00～20:00 南市民センター 37 7 

高ヶ坂・成瀬地区 2 月 1 日（月）  14:00～16:00 なるせ駅前市民センター 29 4 

町田第一地区 2 月 10 日（水） 14:00～16:00 文学館 11 2 

町田第二地区 2 月 9 日（火）  18:00～20:00 市庁舎 26 5 

玉川学園・南大谷地区 2 月 8 日（月）  18:00～20:00 玉川学園コミュニティセンター 25 4 

木曽地区 2 月 2 日（火）  14:00～16:00 木曽森野センター 15 3 

忠生地区 １月 22 日（金） 14:00～16:00 忠生市民センター 31 4 

鶴川地区 1 月 20 日（水） 18:00～20:00 鶴川市民センター 52 8 

小山地区 1 月 28 日（木） 14:00～16:00 小山市民センター 7 2 

相原地区 2 月 3 日（水）  14:00～16:00 堺市民センター 19 3 

計 252 42 
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８ 第三次計画の評価 

 

第三次計画の2012年度から2015年度の実績について評価を行った。 

 

（１）基本計画 
 

◆基本目標１「みんなで学び合い、話し合えるまち」 

基本計画 
何をどのように

したいか 
評価（2012～2015 年度） 

１－１ 

福祉人材

の育成支

援 

地域福祉を支

える人材育成 

・ 市民向けの出張講演会は防災、介護保険が多く、地区社協に

ついては 2012 年度のみ実施した。全体的には参加団体が減

少傾向にある。また、市民向けの地域福祉コーディネーター養

成講座は 2013 年度までの開催となっている。今後は地域にお

ける担い手（福祉人材）の育成という目的を意識しながら、広

報、講演内容の検討が重要である。 

・ 小・中学校との連携による福祉教育については、DVD 等の資料

配布を行っているが、効果等について小・中学校と共に検討し、

今後の方策を検討する必要がある。 

・ 福祉施設職員研修会は、毎年度内容を精査しながら開催して

いる。研修参加者からは高評価を得ているが、参加施設の固

定化も見られる。今後も参加していない施設等のニーズも把握

しながら、継続的に開催していくことが望まれる。 

１－２ 

福祉情報の

共有化の推

進 

地域福祉情報

が必要な時に

適切に入手でき

る 

・ 本会のホームページの更新、改善を実施し、助成金や後援事業

の情報について積極的に情報提供を図っている。 

・ 本会の広報についてはモニターを募り、第三者評価を実施し、

改善に努めている。 

・ 地域福祉活動団体の情報収集と提供はボランティアマップの

作成等を行っている。 

・ 今後は市民（活動者）が必要としている情報と広めたい活動等

の情報を地域に出て拾い上げて、必要な市民に届くような工夫

について検討していくことが重要である。 

 

◆基本目標２「みんなで協力し、創っていくまち」 

基本計画 
何をどのように

したいか 
評価（2012～2015 年度） 

２－１ 
地区社協を

各地で設立

地域課題のいく

つかが、地域住

民の力で解決さ

れる 

・ 計画期間では2014年度に南町田福祉ネットワークが地区社協

となり、玉川学園地区社協とともに市内に２か所となった。2014

年度以降は市の地区協議会の設立支援が始まったため、地区

社協の立ち上げについては休止している。今後は地区協議会と

地区社協の関係性の検討が必要である。また、本会として地区

協議会に参加し、市とも連携しながら地区協議会の中で住民福

祉活動の活性化を進めることも考えられる。 
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基本計画 
何をどのように

したいか 
評価（平成 2012～2015 年度） 

２－２ 

小地域の支

え合い活動

の立ち上げ

支援 

地域福祉情報

が必要な時に

適切に入手でき

る 

・ 地域福祉活動団体の情報収集を行い、ボランティアマップの作

成等により情報提供を行っている。今後はボランティアセンター

に登録していない団体の把握とその情報の活用方法の検討が

必要である。 

・ 地域福祉活動につながる人材の発掘として、地域版入門講

座、ボランティア入門講座を行った。また、地域福祉活動団体

向けの人材育成として、ふれあいサロンスタッフ研修会を行っ

た。今後も人材発掘・育成は継続していく必要がある。 

・ 団体同士のネットワークづくりとして、サロンの代表者会議、ボラ

ンティア団体交流会等を実施した。今後はサロンやボランティア

センター登録団体以外の団体、福祉サービス事業所等も含め

たネットワークのあり方を検討する必要がある。 

 

 

◆基本目標３「みんなで支え合い、安心のあるまち」 

基本計画 
何をどのように

したいか 
評価（2012～2015 年度） 

３－１ 

地域生活を

支援する取

り組みの推

進 

異世代の人々

が支え合いなが

ら地域で暮らし

ている 

・ 成年後見制度の推進に向けて講演会・学習会等を開催した。

市民後見人については東京都の養成事業が 2013 年度で終了

となったため、2014 年度から育成事業に取り組んでいる。今後

も必要性は増大することが考えられるため、成年後見制度等の

権利擁護支援の充実により一層取り組んでいく必要がある。 

・ ふれあいサロン、子育てサロンは高齢化や担い手不足、活動場

所の問題等により団体数が減少傾向にあるため、今後は新規

開拓とともに継続のための支援に努める必要がある。 

・ 学童保育事業は地域と連携を図りながら、地域全体での子育

て支援、地域づくりということを意識した取り組みを継続する必

要がある。 

・ 「仲間の家」事業は、障害者総合支援法における市内の放課

後等デイサービスの充実により、利用者が減少していることか

ら、今後本会として事業のあり方を検討していく必要がある。 

３－２ 

複合的な相

談に対応で

きる総合的

支援部門の

設置 

複合的に相談

に対応できる組

織力・職員のス

キルの向上 

・ 全職員がコミュニティソーシャルワーク研修を受けており、今後

はフォローアップと実際の業務への活用方法の検討が課題とな

っている。 

・ 複合的な課題を抱える家庭も増加しているため、今後はコミュ

ニティソーシャルワーク研修成果を活かして、社会福祉協議会

として、地域のニーズの把握、地域で解決する仕組み、解決で

きないことを専門機関につなぐ仕組み等の相談体制を検討し、

市と連携しながら構築していく必要がある。 
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（２）重点計画 
 

◆重点計画１「小地域福祉活動の展開による地区社協の設立」 

事業名 

目標値の達成状況 

評価 2011 年度 

計画策定時 

2016 年度 

目標 

2015 年度 

実績 

地区社協の設

立 
１か所 新規２か所 新規１か所 

・ 計画期間中には新規で２か所

の地区社協の設立が目標値と

なっていたが、新規は１か所の

みとなっている。2014 年度以

降は市の地区協議会の設立支

援が始まったため、地区社協の

立ち上げについては休止してい

る。今後は地区協議会と地区

社協の関係性の検討、地区協

議会の中での住民福祉活動の

活性化を進める必要がある。 

自宅開放型ふ

れあいサロンの

拡充 

８か所 新規 10 か所
７か所 

（現状） 

・ ふれあいサロン、子育てサロン

は高齢化や担い手不足、活動

場所の問題等により団体数が

減少傾向にあるため、今後は新

規開拓とともに継続のための支

援に努める必要がある。 

支え合い活動

に関する広報

啓発 

未実施 

○社協だよりによ

る広報 

○ＨＰでの活動

紹介 

○活動等紹介の

ための冊子作

成・配布 

○社協だよりの

作成 

○ＨＰでボランテ

ィア団体、個

人ボランティア

の紹介 

○ボランティアマ

ップの作成・配布

・ 概ね目標は達成している。今後

は市民（活動者）が必要としてい

る情報と広めたい活動等の情報

を地域に出て拾い上げて、必要

な市民に届くような工夫について

検討していくことが重要である。 

 

◆重点計画２「福祉人材の育成」 

事業名 

目標値の達成状況 

評価 2011 年度 

計画策定時 

2016 年度 

目標 

2015 年度 

実績 

福祉専門職の

人材育成 

○町田市介護人

材開発センタ

ー事務局立ち

上げ 

○福祉施設職員

研修会の実施 

○町田市介護人

材開発センタ

ーの充実 

○福祉施設職員

研修会の実施

○障がい、児童

を対象にした

研修開催に向

けた検討会の

実施 

○町田市介護人

材開発センタ

ーの社団法人

化により独立 

○福祉施設職員

研修会の実施

○分野にこだわ

らない福祉施

設職員研修会

の実施 

・ 福祉施設職員研修会は、毎年

度内容を精査しながら開催して

いる。研修参加者からは高評価

を得ているが、参加施設の固定

化も見られる。今後も参加して

いない施設等のニーズも把握し

ながら、継続的に開催していくこ

とが望まれる 
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事業名 

目標値の達成状況 

評価 2011 年度 

計画策定時 

2016 年度 

目標 

2015 年度 

実績 

住民主体の福

祉活動のため

の人材育成 

○地域社会資源

の把握 

○人材・地域力

の調査 

○地域福祉コー

ディネート技術

研修の実施 

○講座修了生の

活動把握 

○講座修了生へ

のフォローアッ

プ 

○地域福祉コー

ディネーター

養成講座の実

施 （ 2012 ・

2013 年度） 

・ 市民向けの地域福祉コーディネ

ーター養成講座は 2013 年度

までの開催となっている。今後

は地域における担い手（福祉人

材）のあり方を検討し、出張講

演会等も含めて事業内容を検

討していく必要がある。 

 

 

◆重点計画３「成年後見制度等の活用による権利擁護支援の充実」 

事業名 

目標値の達成状況 

評価 2011 年度 

計画策定時 

2016 年度 

目標 

2015 年度 

実績 

関係機関等の

活用による成

年後見等ネッ

トワークの充実 

○関係機関との

ネットワーク構

築のための広

範囲な啓発 

○関係機関との

連携の強化 

○関係機関との

連携のもと相

談窓口の強化

○成年後見制度

の推進に向け

た講演会 

・ 成年後見制度の推進に向けて

市民向けの講演会・学習会等

を開催した。今後はより一層市

民の協力者のすそ野を広げ、関

係機関、団体等のネットワーク

による地域の活力を連携させ

て、成年後見制度等を必要とし

ている人に向けた支援を充実す

る必要がある。 

法人後見・法

人後見監督業

務の充実 

○市民後見推進

事業、監督業

務の充実 

○市民後見推進

事業開始、後

見業務の充実

○市民後見推進

事業、監督業

務の充実 

○市民後見人の

育成事業の実

施 

・ 市民後見人（社会貢献型後見

人）については東京都の養成事

業が 2013 年度で終了となった

ため、2014 年度から育成事業

に取り組んでいる。今後も市民

後見人の必要性は増大するこ

とが考えられるため、市と連携し

ながら育成事業により一層取り

組んでいく必要がある。 
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９ 用語集 

 

ア行 

 

NPO 法人 

NPO（non-profit organization）とは民間非営利組織といわれるもので、営利を目的としな

い社会的な活動を行う民間組織を指す。1998年に施行された特定非営利活動促進法に基づき

設立された法人を NPO 法人という。 

 

カ行 

 

介護予防 

高齢者が要介護状態になることを未然に防ぐこと、あるいは要介護状態であっても、状態がそ

れ以上に悪化しないようにすること。 

 

介護予防・日常生活支援総合事業 

市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービス

を充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的か

つ効率的な支援等を可能とすることを目指すものである。 

町田市では2017年4月1日より開始される。介護予防・日常生活支援総合事業は、「介護予防・

生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」で構成されており、「介護予防・生活支援サー

ビス事業」が利用できる方は、要支援1または2を持っている方と、事業対象者である。「一般

介護予防事業」を利用できる方は、65歳以上の方である。 

 

ガイドヘルパー 

視覚障がい者や全身性障がい者の外出時の付き添い介助をする人のことである。 

 

ガバナンス 

組織における意思決定、執行、監督に関わる機構のことをいう。 

 

高齢者支援センター（地域包括支援センター） 

地域包括支援センターとは、保健師又は経験のある看護師、主任ケアマネジャーおよび社会福

祉士を置き、介護予防ケアマネジメント、医療・財産管理・虐待などの相談・支援、包括的・継

続的ケアマネジメント等の業務を行う、介護保険法に規定された機関。町田市では対象者や役

割を分かりやすくするため、「高齢者支援センター」と呼んでいる。日常生活圏域をふまえて設

置され、町田市に委託された法人が運営する。（12箇所設置） 
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子ども家庭支援センター 

子どもと家庭の問題に関する総合相談窓口。0歳～18歳未満のお子さんとその家庭の相談を受

ける他、ひとり親家庭が自立した生活を送るため、生活全般や就労等に関する相談やサービス

の提供を行っている。 

 

子ども・子育て支援新制度 

平成24年8月に成立した「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・

子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」

の子ども・子育て関連3法に基づく制度のことをいう。主なポイントは次の通りである。 

①認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育等への

給付（「地域型保育給付」）の創設 

②認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 

③地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童ク

ラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実 

④基礎自治体（市町村）が実施主体（市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業

を実施） 

⑤社会全体による費用負担（消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提

としている） 

⑥政府の推進体制（内閣府に子ども・子育て本部を設置） 

⑦子ども・子育て会議の設置 

 

子どもの貧困対策推進法 

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」のことである。貧困の状況にある子どもが健やかに

育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図るため、子どもの貧困対策を総合的

に推進することを目的としている。 

 

コミュニティソーシャルワーカー 

生活が困難な家庭や家族など、支援を必要としている人や地域に対しての援助を通して、地域

と人とを結び付けたり、あるいは生活支援や公的支援制度の活用を調整するための「コミュニ

ティ・ソーシャルワーク」を実践するスタッフのこと。高齢者、生活保護受給者など、生活支

援が必要な人たちを支援するための見守りや地域とのつながりをつくるためのセーフティーネ

ットの確立や、生活支援が必要な人から寄せられる相談への対応や必要な福祉サービス利用申

請の支援、地域との住民活動への協働支援などを行う。 

 

サ行 

 

災害対策基本法 

国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって、社会の秩序の維持と公共の福祉の確保

に資することを目的としている。平成25年6月の一部改正では、大規模広域な災害に対する即
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応力の強化、住民等の円滑かつ安全な避難の確保、被災者保護対策の改善、平素からの防災へ

の取組の強化等が盛り込まれた。 

 

児童相談所 

児童の福祉に関する各般の問題について市町村からの送致や家庭その他からの相談に応じ、調

査、診断、判定の上、その児童・家庭にとって最も効果的な援助を行うことを業務とする児童

福祉行政機関。必要に応じ、児童の一時保護、児童福祉施設入所・里親等委託等の措置を実施

するほか、親権者の親権喪失宣告請求・児童の後見人の選任等の民法上の業務も行っている。 

 

市民後見人 

親族や専門職による後見人以外に成年後見制度の趣旨と内容を理解し、社会貢献的な精神で後

見業務を担う者として養成された人のこと。また、東京都においては、市民後見人が受任する

にあたっては、社会福祉協議会が監督人を受任することが前提であるとの見解を東京家庭裁判

所が示している。現在、町田市に登録された市民後見人は18人いる。近年、後見業務を担うの

は約３割が親族、残りの７割が弁護士等の専門職であるが、親族の方が後見人をできない場合

があるため、市民後見人が求められている現状がある。 

 

障害者差別解消法 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」のことである。国連の「障害者の権利に

関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として、全ての国民が、障害の有無によ

って分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向

け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的としている。平成25年6月に制定され、

平成28年4月1日から施行された。 

 

障がい者支援センター 

障がいに関する相談や手続きをすることができる地域の総合相談窓口。市内に5箇所設置され、

専門のスタッフが相談を受ける。 

 

障害者総合支援法 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」のことである。「障害者自立

支援法」の名称が改められ、法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するた

め、社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、総合

的かつ計画的に行われることを法律の基本理念として新たに掲げている。また、障がい者の定

義に難病等が追加され、平成26年4月1日から、重度訪問介護の対象者の拡大、ケアホームの

グループホームへの一元化などが実施された。 

 

生活困窮者自立支援法 

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るための法律で、2015年より施行された。

町田市では生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給を行う。 
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生活支援コーディネーター 

生活支援サービスの充実および高齢者の社会参加に向けて、ボランティア等の生活支援・介護

予防の担い手の養成・発掘などを行うとともに地域資源の開発や地域のニーズ把握などを行う

人のこと。 

 

成年後見制度 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分であるために法律行為に

おける意思決定が不十分又は困難なものについて、その判断力を補い保護支援する制度。法定

後見制度と任意後見制度の２つからなる。 

 

成年後見制度利用促進法 

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」のことである。この法律は、認知症、知的障害そ

の他の精神上の障害があることにより、財産の管理又は日常生活等に支障がある者を社会全体

で支え合うことが高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に資すること及

び成年後見制度がこれらの者を支える重要な手段であるにもかかわらず十分に利用されていな

いことに鑑み、成年後見制度の利用の促進について、その基本理念を定め、国及び地方公共団

体の責務等を明らかにし、並びに基本方針その他の基本となる事項を定めること等により、成

年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として制定さ

れたものである。平成28年5月13日に施行された。 

 

タ行 

 

地域子育て相談センター 

「安心して、楽しく子育てができるまち」を目指して、2014年から設置された施設。マイ保

育園事業の推進のほか、アウトリーチ（出張子育て相談等）を中心に、子育て関連施設の運営

支援、専門部署との連携により、地域全体で子育てを支援する体制の充実を図っている。 

 

地域福祉コーディネーター 

住民の地域福祉活動の支援を目的に専門的な対応が必要な事例への対応、ネットワークづくり、

地域に必要な資源の開発などを行う者。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、

医療、介護、介護予防、住まい、生活支援の5つのサービスを一体化して包括的な支援・サービ

スを提供する体制のこと。 

 

地区協議会 

地域住民の生活全般に関わっている町内会・自治会と、民生委員児童委員協議会、青少年健全

育成地区委員会の他、教育・福祉・防犯・防災・健康・環境等の多様な専門分野で活躍する地区
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内の各種団体が一つのテーブルに集まり、地区の情報を共有し、地区の課題についてを話し合

い、取り組むべき事業を自ら選択するための組織。 

 

地区社協 

福祉問題の解決に向け地域ごとに協議・活動していく、地域で組織された任意団体。 

 

ナ行 

 

認知症高齢者 

脳の知的な働きが、広範な器質的障がいなどの後天的な病気により、持続的に低下した高齢者

で「認知症症状」を示している高齢者のこと。 

 

ハ行 

 

福祉サービス苦情調整第三者委員会 

福祉サービスの利用に関する苦情のうち、必要に応じて専門的見地からの意見を求めることの

できる第三者機関。町田市社会福祉協議会会長が委嘱する、法律や福祉など専門的知識を有す

る５名以内の委員で構成し、任期は２年である。 

 

福祉サポートまちだ 

高齢者や障がい者などの方々が安心して生活できるよう、福祉に関する相談を受け付けている。

地域福祉権利擁護事業、成年後見制度、福祉サービス苦情相談、高齢者・障がい者のための福

祉法律相談を行っている。 

 

ふれあいサロン 

地域の中で仲間づくりや異世代交流を行い、人と人を結ぶふれあいの場として、地域住民が運

営する交流の場。地域の集会所や個人宅で開催される。 

 

ボランティアセンター 

町田市内におけるさまざまな分野のボランティア活動を推進し、支援するために設置され、ボ

ランティアの総合窓口として主にボランティア活動に関する相談、ボランティアコーディネー

ト、情報の収集・提供、各種講座の開催や普及・啓発、ボランティア活動支援（会議室、印刷機

等の貸し出し）等の事業をおこなっている。 

 

マ行 

 

町田市介護人材開発センター 

町田市内の介護保険事業に携わる職員、市民・関係者の研修体系の開発や、専門性向上に向け

た研修実施を行い、必要とされる介護・福祉・看護等の人材確保及び育成を総合的に推進する
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ことで、町田市の福祉の向上に寄与することを目的としている。 

 

民生委員・児童委員 

民生委員法により厚生労働大臣から委嘱され、担当地域において住民の社会福祉に関する相談

や支援、生活支援活動等を住民性、継続性、包括・総合性の３つの原則に沿って活動する。ま

た、民生委員は児童福祉法により児童委員を兼ねることになっている。 

 

ヤ行 

 

要介護（要支援）認定者 

被保険者が介護サービスを受けるため、要介護申請を市町村に申請し、認定を受けた者。市町

村は申請に基づき、被保険者の心身の状況等を調査する認定調査とともに、主治医の意見を聞

き、一次判定を行う。一次判定結果を踏まえて介護認定審査会で審査・判定した二次判定結果

が最終的な結果となる。認定の結果、要介護者、要支援者または非該当者に区分される。要介

護者は寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態の人で、要支援者は家事や身支度等の

日常生活に支援が必要とする状態の人をいう。 

 

要配慮者 

高齢者、障がい者、乳幼児その他の災害時に特に配慮が必要な人のこと。 

 

ワ行 

 

「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部 

以下の具体策の検討を加速化するため、2016年7月15日に厚生労働省に設置された。『地域の

あらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成

し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」を実

現する必要がある。具体的には「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」と

して主体的に取り組んでいただく仕組みを作っていくとともに、市町村においては、地域づく

りの取組の支援と、公的な福祉サービスへのつなぎを含めた「丸ごと」の総合相談支援の体制

整備を進めていく必要がある。また、対象者ごとに整備された「縦割り」の公的福祉サービス

も「丸ごと」へと転換していくため、サービスや専門人材の養成課程の改革を進めていく必要

がある。（第１回「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部／2016年7月15日の資料から抜粋）』 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第四次町田市地域福祉活動計画 

 

2017 年 3 月 

 

発行・編集 社会福祉法人 町田市社会福祉協議会 

 〒194-0013 東京都町田市原町田４丁目 9 番８号 

 電話 042（722）4898 

 URL http://machida-shakyo.or.jp 



2017年3月

1
2 3

第四次
2017年度～2020年度

2
0
1
7
年
度
〜
2
0
2
0
年
度

町田市社会福祉協議会
　　地域福祉活動計画

町
田
市
地
域
福
祉
協
議
会

　第
四
次
地
域
福
祉
活
動
計
画

２
０
１
７
年
３
月

町田市社会福祉協議会
イメージキャラクター「あいちゃん」

誰もが安心して
しあわせに暮らせる
まちづくり

みんなで学び合い、
話し合えるまち

みんなで支え合い、
創っていくまち

みんなが自分らしく
暮らせるまち



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




